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(1>論 題 に対 す る問 題意 識 は,当 初,次 の よ うな こ とで あ った。 「中堅 企業
論 」 ・ 「ベ ンチ ャー ビジネ ス論 」 ・ 「下 請 ・系列 合 理 性論 」 な ど にみ られ た主
張 お よびそ れ らを引 き継 ぐ議論 に見 出 され た意 見,す な わ ち,「 中小 企 業 は変
わ ったfし たが って 中小 企業 に対 す る見方 を変 え な けれ ば な らな い」 とい う意
見 が研究 者 の みな らず,政 策 当局 か ら しき りに強調 され ると き,一 体 議論 の対
象 にな って い る中小 企 業 が いつ,ど の よ うに変 わ った の か,そ して そ もそ も変
わ った といわ れ るそ れ ら中小 企 業 とはいっ,い か な る過程 で形 成 され て きたの
か な どが不 問 に され て い た こ とに対 して,か ね て か ら疑 念 を抱 いて い た。 そ も
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そ も 《変 化》 を評 価 す る と き,対 象 の生 成 ・発 展 の検 討 な く して は
,変 化 の内
実 が 面 的 な い しは歪 ん で把 握 され て しま う可能 性 が あ る し,ま た,現 碑 目う
べ き論 点 も的 外 れ にな る。 その意 味 で,変 化 を対 象 とす る考 察 に お いて は,そ
の変 化 を歴 史 的観 点 か ら検 討 しな けれ ば な らな いの で あ る
。
(2)し か し,現 時点 にr _っ とき,そ の よ うな課 題 は,上 記 の問題 意 識 に基 づ
くだ けで な く,今 日の現実 が要 請 す る課 題 と して 考 え られ るべ きで あ る
。現 在,
中小 企 業 をめ ぐって 「か つ て経 験 した こ との な いよ うな大 規模 な
,多 様 で,深
刻な環境の変浩 しかし謹 蜘 こ見ても大規模な髄 変化桝 じっつあ(3)」
ことが強調 されて いる。 そ して,事 実中小企業 の存 、佐は動揺 してい るといえる
だろ う。近年報道 されて いる中小企業 の問題の様相 を
,強 いて整理 しs極 端 に
表現すれば,製 造 業の縮小(一 海外生産の拡大)の なかで① ド請制(製 造業)の 崩
壊,② 流通系列化 の解消,③ 輸 出型地場産業 の壊滅,④ 新産業分野の非下請制
的展開,ま た,第 三次産業 の肥 大化 のなかで の,⑤ 商店街 および小零細卸 ・小
売業の衰退,⑥ サー ビス業 の下請制的 ・非下請制的拡人,⑦ 中小企業金融機関
の排除 な どとして指摘す ることがで きよ う。①7②,③,⑤,⑦ は 「産業空洞
化」 の顕 著な結果 と見な され,④,⑥ は,新 産 業の誕生 の萌芽 と考え られてい
る。現在,実 態的 には,前 者が主 た る傾向であ って,後 者 は従 たる位 置にある。
このよ うな中小企業 をめ ぐる構造 的枠組 み(以 ドこのような中小企業をめぐる構造
的枠組みを 「中小企業構造」と表現する。)が大 き く変化 し
,そ のよ うな構造 を基盤
とす る中小企業 の存 立が動揺 しているとすれば,翻 って一体 「中小企業構造」
が どのよ うな経過 と意味を持 って形成 されたかを問い,そ こでの矛盾 の存在 と
その展開の契機 を当時の内外 の諸条件 との関連 のなかで把握 してお くこと もま
た不 可欠 な課題であ る。
(3)と ころで,「日本経済 システム源流論」とで もい うべ き最近 の研究 が注 目
され る。 中小企業 を不可欠 な要素 と して含む 「日本経済 システム」の変化 な い
し 「改革」が問題 にされ るとき,そ の 「日本経済 システ ム」が いっ形成 され
,
どのよ うな ものであるかが解 明 されな ければな らない とい う観点か ら提 出 され
て きた論議 であ る。た とえば,岡 崎哲二 ・奥野正寛 は,「終身雇用 ・年功 賃金 ・
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3
企業別労働組合な どに表れ る 『日本的労使 関係』,株主を軽視 し従業員 を重視 し
た 『日本的経営』,メ イ ンバ ンクを中心 と した 『銀行系列』や株式持 ち合 い,下
請 けなどの 『企業系列』,明確 なルールな しに経営 の細部 まで口を はさむ政府 の
民間に対す る 「行政指導』な ど,日 本の経済制度 ・経済慣行 に は数多 くの特徴
的な仕組(4)」の総体を 「現代 日本 の経済 システム」 と呼んで,そ の システムの
「主要 な構成要素 の多 くが,1930年 代 か ら敗戦 に至 るまでの戦時期 に意図的に
作 られた ものであ り,そ れ以前のわが国の経済 システムは,基 本的 ア ングロ ・
(5)
サ ク ソ ン型 の 占典 的 市 場経 済 シス テ ムだ った とい う点 」 を強調 して い る。 っ ま
り,「 日本 経済 シ ステ ム」が戦 時 経 済 の過 程 で 成 立 した とい う見 解 で あ る。この
よ うな見 解 は,「 日本的 労 使 関係 」,「日本 的経 営 」な どの議 論 に お いて・そ れ ら
が大 企業 にお け る労 使 関係,経 営 の特 徴 を指 す もの で あ るに もか か わ らず,そ
れを も って,「 日本 の経 済 システ ム」とす る こ とにお いて 多 くの同種 の主 張 と問
題 点 を共 有 して い る。 また,戦 時 以 前 の 日本 経 済 が 「古 典 的 市場経 済」 だ とす
くの
る見解 にみ られ る歴史認識 に も問題 が残 ろ う。
岡崎 らの 「日本経済 システム源流論」 は,実 証 的歴史研究 と しての意義 は十
分 あると考 え られるが,「現代 日本の経済 システム」の形成 およびその基本的問
題性 を,戦 時経済体制のそれ との同一性 において把握 す ること,あ るいは,戦
後の 日本経済 の成長 を促進 した基本条件 を専 ら戦時体制の遺産 に求 あ ることに
は,根 本的 な疑問が存在す る。 た とえば,現 代 日本経済史研究 の立場か ら戦時
経済研究を進 める下谷正 弘は次の ようにい う。
「戦後の日本経済の,あ るいは日本の経営方式 のい くつかの特徴が,他 な らぬ戦時経
済の中ですでに芽生え始めていた というのである。 戦後の日本経済 の興隆の相当部分
が,鞘 とくに戦時期か らのいわ1まr遺 産』に負 っているというの評 り餓 後 日本経
済の諸特徴 の 『原型』を戦時経済の中に見いだそうという見解 である。」「こうした見解
が主張 しようとす るのは,戦 後 日本経済の興隆 は決 して戦後的要因か らだけでは説明
で きな い,と い うこ とであ る・あ るい は,轍 腰 因 といわれ 鱒 の のい くつカ}をすで
に戦前 ・戦後 期 に も見 いだす ことが で き る,と い う ことで あろ う。」「しか し,反 面で,
輔 備 か らのr遣 産』 を性急に轍 的要因に短絡することは+頒 重であるべき
だ と考 え る。」
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筆者 は,中 小企業研究の立場 か ら,こ のよ うな論点 の是非 が検討 されなけれ
ばな らないと考え る。
(4)本 稿 および引 き続 き予定 す る論稿 において,筆 者 は今 日の中小企業 の存
立 の基盤 であ り,そ れゆえ に現在 その変化 を問われてい る 「中小企業構造」 の
起点 をひとまず戦後過程,特 にいわゆ る戦後復興期 にお ける中小企業 の存
.立お
よび大企業 によ る中小企業 の制度 的 ・体系的利用形態 の形成
,《戦後復興期 に
おける中小企業の再編》 に もとめ,政 策的研究 とい うよ りもa実 態的研究 とし
て考察 す ることと した。 そ うした ことか ら,上 記 の課題を検討す るとともに現
在 の 「産業構造 の転 換」 な どといわれ る事態 に ともな う中小企業の諸問題 の意
味 と方向を も見極 めたい と考え る。かか る検討を通 じて筆者 は
a今 日の上記 し
た中小企業の諸問題 の展 開が,総 じて,再 編 にお ける大企業 と中小企業の 「利
害一体化」と しての縄 っ ま り,《轍 刺 、n》 の終焉 の現実化 ではないカ、
との認識 を示 し,現 状分析 に当た っての作業仮 説を提起す る もので ある
。
(5)戦 後復興期 の中小企業問題 を検討 するに当た って,今 日の中小企業の課
題 に触発 された問題意識 を敢 えて述 べたのは,中 小企業研究 におけ る歴史 的研
究 は,経 済史 に属 し,産 業史 ・企業史研究 と共通 す るのであ るが
,あ くまで も,
現代 的課題 に触発 され た問題意識 ・観点 か ら問題 に立ち向か ってい くべ きであ
るとの考えに立 っての ことで認.ま た沖 小企業の轍 再編 はかつて 「系列
論 争」 に お いて論 じ られ た課題 で あ るが,こ こで は,後 述 す るよ うに,再 編以
前 の 占領 下 にお け る中 小企 業 の展 開 を再 編 の前 提 条 件 と して重 視 し,ま た再 編
を下 請 制 に限 定 しな いで,ヨ リ広範 囲 な中小 企 業 の再 編 成 と して把 握 す る こ と
の必要 性 を強 調 し,ま た,そ の よ うな再 編 の様 相 を伝 え る実証 的根拠 も提 示 し
た い と考 え たか らで あ る。
中小 企業 問題 は,戦 後 の過 程 にお いて一 貫 して大 きな注 目を与 え られ
,研 究
も近年 に いた る ほ ど豊 富 に な され て きたが,戦 後 の中小 企 業問題 を そ の歴 史 的
展 開 と して考察 した研 究 は多 くな い。 有 田([1990])な どの政 策 面 の研 究 の ほ
か,実 態 的研 究 で は正 村 公宏([1964]) ,渡 辺 睦([1981]),中 村 秀 一郎 他([1981]),
栗原源太([1989])な どに限 られ て い る。 日本 経 済 の高度 成 長 期以 後 に限 って も
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その時 々の中小企業問題 の実態 的研究 はむ しろ豊富 であ ったが,歴 史 的展開 と
して分析 した論稿 は少ない といわなければな らない。 高度成長以後現状分析的
研究 が進展 したの は,高 度成長 による急激な問題 の展開 自体 によるが,「二重構
造」論 の提起 による社会的注 目も大 き く働 き,大 学 のみな らず,政 府 ・自治体,
民間金融機関調査部,民 間調査機関 などにおけ る調査研究 が大 き く貢献 した。
そ うで あるに もかかわ らず,そ れ らの豊富な調査が,戦 後 の歴史的展開の分析
に生 かされ ることは少 なか った。
戦 後 の歴史 的な分 析が乏 しか ったの は,第 一 に中小企業 の歴 史的資料 の保
存 ・整理状況の特異性 にある。一般 に産業関連 の資料 の保存 において,《中小企
業》 とい う保存 ・整理基準 が採用 され ることはない。 そのため・巾小企業関連
の資料 が独 自に収集 される ことが少 くないので ある。 もちろん,中 小企業の研
究 に臨んで,中 小企業 だけを観察 して研究す ることの問題性 について は中小企
業研究者 の多 くの見解 は一致 してい るが,実 際には産業名,経 営 問題な どの基
準 によ る資料 の収 集 は大企業分 野 に偏 る ことを否定 で きないので あ る。第二
に,戦 後の歴史的展開の研究 における資料Lの 特異 な問題 は,本 稿の考察対象
とす る敗戦後か らほぼ10年 間にお ける資料 の散逸 で ある。 この時期 の調査 ・
研究 は後年 と比較すれば もとよ りその数 は少 ないので あるが,そ れがゆえに重
要 な資料 が,散 逸 し,な お埋 もれたままで未整理で ある場合が多 いと思 われ る。
戦時に活版 印刷 された レベルの調査の報告 書が,戦 後 には謄写版印刷 である場
合が少 な くな く、保 存 自体 の困難が存在 す る。 また,こ の時期 の研 究者 による
論文 も,も とよ り優れた もの も多 くあるが,実 証性 においてはなお不1分 であ
ると現時点 に立 ってはい うことがで きる。 このよ うな結果,こ の時期の実証的
研究 を不十分 な もの と し,そ の ことが,戦 後 の歴史的展開の考察それ 自体を困
難 に しているといえ るのではなかろ うか。 その意 味で,本 稿 および引 き続 く論
稿 もそのよ うな制約 を免 れない。 しか しなが ら,冒 頭 に述べた研究 の要請か ら
すれば,乏 しく不完全 な資料で あ って もそれ らの批判 的検討 を通 じて研究 を進
あなければな らない と考え る。
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第1章 敗戦 と中小企業の籏生 ・転換
1945年8月15日 の ポ ッ ダム宣 言 の受諾 によ る 日本帝 国 主義 の敗 北 は,戦 時
軍 需 生産 体 制 下 に あ った 日本経 済 を崩 壊 の危 機 に陥 れ た。 す なわ ち,農 林 水 産
生 産 指数(農 林省)は 基 準 年 を1934～36年 と した場 合,45年65 .4,46年78.1
の水 準 に あ り,鉱 工 業 生産 指数(経 済安定本部)は 同 じ く45年63 .2,46年39.2,
47年47.6と 低 位 を続 け た(表 一1)。そ して,そ の間 未 曽有 の イ ンフ レー シ ョ ンが
進 行 して い った。 この敗戦 か ら後述 の 「傾斜 生 産 方 式 」 が開 始 され るまで の経
済 危 機 の期 間,中 小 企 業 は工 業 部 面 で極 め て特 異 な経 過 を辿 る こ と とな った。
(表一1)戦 時 ・戦 後生産指 数
暦年
u欝 年
(昭 和) 農林水産生産 鉱1二業生産
X934 34 93.5 101.4















1942 42 110.0 164.4
1943 43 106.1 190.5







1947 47 :11 57.1
1948 48 92.0 74.1
1949 49 93.2 93.5
1950 50 100.3 112.3
1951 51 105.9 146.5
注)1)農 林 水産生 産指数 は,農 林省指数 で1934～
36年 の平均 を100と している。
2)鉱 工 業生産 指数 は,GHQ指 数 で1932～36
年 の平均 を100と してい る。




第1節 中小企業 の籏生 ・転換
q)戦 災と旧軍需工業の転換
戦時末期 に日本 の工場 は米空軍 によ る激 しい爆撃 に遭遇 した。厚生省 による
1945年12月10日 時点での工場 の戦災 ・罹 災に関す る調 査(r厚 生省労政局丁場
法適用工場論審」)は工場 の継続,転 換 焼失な どの状況 を明 らかに して いる(表
一2(a))。 そ の結 果 にっ い て,次 の よ うな評価 が下 されて い る。 す な わ ち,
「全国的にみて大Z場 が如何に米空軍の爆撃の対象 とな ったかを示 している。勿論 こ
れと共に中小工場 も甚大の被害をうけたが,継 続 ・転換等の残存操業率 は小規模程高
く,又 休廃止1_場 の比率 は中大工場程高い。 中大工場は戦後転換の容易でない ことを
物 語 って い る・各 の ご と く餓 災 程度1ま・全国 的 に欝 と中小1場 程 ノ1'さく,又 戦後 の
転換 立ち直 りも又中小Z場 ほど早いことを示 している。」
しか し,こ の よ うな評 価 は正確 さを欠 いて い る と思 わ れ る。 なぜ な ら・ 第1
に,東 京 や 大阪 な ど の大都 市 にお い て は,全 体 と して の焼 失 ・休廃 止 の割 合 が
(表 一2(a))工 場罹 災率(全 国)
工場数
一暢 規模(職工数)
継 続 転 換 小 計 焼 失 休廃止1 小 計 合 計 構成比
10人 未満 24,867 2,696 27,5fi3 10,840 7,759 18,599 46,162
47.40
10～99人 23,525 4,693 28,218 9,515 fi,816 16,331
44,549 45.75
一
100～499人 2,104 625 2,729 1,484 1,601 3,085
5,814 5.97
500～999人 212 77 289 168 176 344
633 0.65
1000人 以上 71 30 10163 fit
125 226 0.23
計 50,779 8,12fi 58,9・5[22,・64 16,414 38,478 97,383
100.00
構成比
工場規模(職工数) 継 続 転 換 小 計 焼 失 休廃止 小 計 合 計
10人 未満 53.87 5.84 59.71 23.48 16.81 40.29
100.00
一
10～99人 52.81 10.53 s334 21.36 15.30 3s.ss
100.00
100～499人 36.19 10.75 46.94 25.52 27.4 53.06 ioo.00
_一 　㎜一
26.54 27.80 54.34 100.00500～999人 33.49 12.16 45.66
1000人 以上 31.42 13.27 44.69
.・ 27.43 55.31 loo.00
計 52.14 8.34 60.49 22.66 ・:・ 39.51 ioo.00
注)1)工 場教 は職工5人 以 ヒのZ.場
2)調 査時点 は,1945年12月10日
出所)東 京市政調査会 ・東 京都総務部調査課 〔1947〕,p.36,表(21)よ り再計 算
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(表一2(b})工 場 罹災率(東 京都)
工場数
工場規模 幟工数) 1継 続 転 換 小 計 焼 失 休廃止 小 計 合 計 構成比
10人 未満 1,327 410 1,737 2,959 1.15 4,104 5.84 44.67
10～99人 1,7Q4 752 2,456 2,602 1,074 3,676 6,132 46.90
100～499人 250 65 315 351 239 590 905 6.92
500～999人 16 4 20 43 80 123 143 1.09
1000人 以上 10 11 21 18 15 33 54
i 0.41
計 3,307 1,242 4,549 5,973 2,553 s,52s 13,075100.00
構成比
工場規模(職工数) 継 続 転 換 小 計 焼 失 休廃止 小 計 合 計
10人 未満
㎜
22.72 7.02 29.74 50.66 19.69 7.35
『
100.00
10～99人 27.79 12.26 40.05 42.43 17.51 59.94 loo.00
100～499人 27.62 7.15 34.81 ・a 2fi.41 65.19 100.00
500～999人 11.9 2.80 13.99 30.07 55.94 86.01





100.001000人 以 上 18.52 2Q.37 38.89 33.33 27.78
計 25.29 9.50 34.79 45.68 19.53 65.21f 100.00
注)1)工 場教 は職 王5人 以 トの 工場
2)調 査時点 は,1945年12月10日
出所)東 京都商r二指導所 〔1950〕,pp.4Q2-4Q3
高 い と同時 に,上 記 と逆 の傾 向が 見 いだ され るか らで あ る(表 一2(b)・(c))。 た と
え ば,東 京 にお け る罹災 の状 況 は次 の よ うで あ る。
「全国 的に は中小1場 程戦 災率 は小 で あ ったが,東 京 都 で は逆 に中小L場 の焼 失率 が
高 く,10人 未満 の もの50.66%を 占め,10人 以上100人 未 満の もの42 .43%,100人 以
上500人 未満で38.78%,1000人 未満 で30%と な って い る。 これ は東京都 の 中小1業
地 帯 で あ る大森,蒲 田,品 川 お よび江東地 区が被 害が最 も大 で あ った こと と,中 小r_.場
1李1
4)主 として密集 し妹 造 蜴 が多 く・ 従 って臓 率が高 くなったもの と見 る事がで
き る。」
第2に,戦 災 の程度 が小 さか った か ら,「 転 換立 ち直 り」が 早 か った とい う理
解 も正 し くな い。 中小 工場 に代 表 され る中小 企 業 は,戦 災 が大 きか った に もか
の 　 　 の の 　 　 　
牟 や 争ず,「 転換 立 ち 直 り」が 早か った と考 え るべ きで あ り,そ の よ うな事 態 の
内実 こそ問われ るべ き課題 なのである。 このよ うに工業生産能力が破壊 された
敗戦直後 の状況 にあ って中小企業 の役割 につ いての周知 の見解 は,低 位な生産
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(表 一2{c))工 場罹 災率(大 阪府)
工場数
工場規模(職 一r.) 継 続 転 換 小 計 焼 失 休廃止 小 計 合 計 構成比
10人 未満 1,449 258 1,707 3,061 1,047 4,108 5,815 44.73
10～99人 3,0s9 747 3,gis 3,061 958 4,019 7,835 60.27
100～499人 289 104 393 1,923 42 1,965 2,358 X8.14
500～999人 12 10 22 0 0 0 22 0.17
1000人 以 上 3 0 3 0 0 0 3 0.02
計 4,822 1,119 5,941 5,010 2,048 7,058 12,999 104.00
構成比
工場規模(職工数) 継 続 転 換 小 計 焼 失
[
休廃止 小 計 合 計
10人 未満 24.92 4.44 29.36 52.64 1$.01 70.64 100.00
10～99人 39.17 9.53 48.70 39.07 12.23 X1.30 100.00
100～499人 12.2fi 4.41 1fi.67 81.55 1.78 83.33 100.00
500～999人 54.55 45.45 100.00 0.00 0.00 0.00 100.00
1000人 以 上 loo.00 111 100.00 1!1 111 0.00 100.00
計 37.10 ・ 45.70 38.54 15.7fi 54.30 100.00
注)1)L場 教は職工5人 以 ヒの1場
2)調 査時点は,1945年12月14日
資料)大 阪市経済部商工課 〔不記載〕
水 準 と戦 時 の抑 圧 され た消費 の戦後 膨 張,軍 人 の復 員 あ るい は軍 属 ・居 留民 の
海 外 か らの 引 き上 げ な どに よ る需 要 の急 激 な拡大 とに よ る極度 な供給 の不 足,
国 民 の窮乏 を補 って い った の は,籏 生 し転換 した 中小 企業 で あ った とい う主 張
(15)
で あ る。
戦 時 か ら戦 後 に か け て 工 場 数 の 動 向 に お い て,小 規 模 工 場 の 増 加 が 顕 著 で
あ った 。す な わ ち,1942年,46年,47年 の 工 場 数 を 職 工 数 規 模 で 見 る と,職 工
5人 未 満 の 工 場 が そ れ ぞ れ512,596,275,894,515,30で あ り,同 じ く5～49人
の 工 場 が そ れ ぞ れ125,680,84,393,108,341で あ り,同 じ く50～199人 の 工 場
が そ れ ぞ れ6,791,6,955,6,406で あ り,ま た,200人 以 上 の 工 場 が そ れ ぞ れ
2,194,1,419,1,547で あ る(表 一3(a)・{b))。い ま職 工 数200人 未 満 と200人 以 上
と に規 模 を二 分 して 工 場 数 の 推 移 を 図 示 す る と,200未 満 の 工 場 の 戦 後 の 激 減
か らの 急 速 な 回 復 動 向 は 明 白 で あ る(図 一1)。 こ の よ う な 小 規 模 工 場 の 著 増 が 籏
生 と して 認 識 さ れ て い る の で あ る。 そ して,そ の 著 増 が 新 生 で あ る こ と を 直 接
!0商 経 論 叢 第30巻 第3号 (375)
(表 一3(a})工 場規模 別工場 数 〔単 位:工 場〕
年次 5人 未満 5～49人 50～199人 200人 未満 200人 以 上
1940 554,137 127,876 7,034 689,047 2,232
1942 512,596 11fi,fi95 6,791 636,082 2,194
194fi 27,894 76,019 6,955 35s,sss 1,419
1947 515,306 ioo,388 fi,40fi s22goo 1,547
(表一3(b))工 場規模別職 工数 〔単位:千 人〕
年次 5人 未満 5～49人 50～199人 200人 未満 200人 以上
1940 1,143 1,422 629 3,194 ly7Qo
1942 1,137 1,297 595 3,029 2,018
1946 584 1,p37 613 2,234 892
194 i,009 1,229 54$ 2,786 982
注)1)い ずれ も民営 工場で ある。
出所)(-1)に 同 じ。

































示す その時期 の資料 は欠 けて いるが,後 年 の中小工業 に関す る企業 の創業 あ る
いは経営者 の出自調査 の多 くが明 らかに して いるよ うに復員軍人 による新規創
業 な どの新生 が多 く含 まれて いる ことは十分 に承認 されて よい ことと思 われ
る。 たとえば,1949年11月30日 時点 での従業 員200人 未満 の中小工業6,000
を対象 に して4,963の 同収 を得 た調査 によれば,「 終戦後 に開業 した ものが一
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番 多 く42.5%を 占 め,以 下 昭 和 元 年 一 昭 和16年 の24.9%,大 正 時 代 の
(16)
14.5%,戦 時 中 の9.7%,明 治時 代(明 治以前を含む)の6.9%と な ってい る。」
技 術 ・資材 ・労働 力 ・経営 経 験 な どの保有 とい う観 点 か ら判 断 して戦 時 軍 需産
業 に組 み込 まれ て いた 中小工 業 の戦後 に お け る継 続 ・転 換 を軽視 す る こと は誤
りで あ るが,中 小 企業 の籏 生 と表 現 され るよ うな著 しい新 生 が あ った と強調 し
て も誤 りで はな い。
以下i工 業 にお け る敗戦 直後 の具体 的 な転 換 状 況 につ い て検 討 す る ことにす
る.「大阪府商工繍 雲」の 「轍 状欄 査概要」は戦時下言帥 小Lの 親企業
に当 た る127工 場 の戦 後 転 換 の具 体 的 な様 相 を以 下 の よ うに伝 え て い る。 この
調 査 は 「旧近 畿 軍需 監 理部 所 管 第一 次 第 二次 指 定 発 注 工場 」280工 場 に調 査票
を送 付 して1946年1月 現 在 の以 上 の転 換 状況 につ いて 回答 を求 め,2月20日
まで に回答 が あ った127工 場 の調 査票 を集 計 して い る。(表 一4)は,調 査 表 の回
答 を忠 実 に整理,再 録 した もの で あ る。
「同概 要」 に よれ ば,同 年1月 時点 で の生 産 状 況 を
「127工場中既 二生産再開セルモノ80-L場 即 チ四分 ノニ近 クガー応生産再開 シテヰ
ルガ,ソ ノ多 クハ(1945年 一筆者)ll月 乃至10月 二入 リテ ヨリー部生産操業 ヲ開始セ
ルモノデアッテ,更 ニコレヲ生産再開 ノ生産能力,生 産実績 ヲ検討シテ ミレバ,ソ ノ生
産再開ノ程度ハ極 メテ低位 デア ッテ,本 格的生産 ヲ開始 セルモノ皆無 ト断言 スルモ,
(18)
決 シテ過言デハナイ。」
と判 断 して い る。そ して,「 転 換 ノ内容 ハ生 産 品 種 ニ ツキ技術 的観点 ヨ リ選別
シ,同 一製 品 ニ シテ単 二用 途 ノ ミ民 需 二転 ジ タル モ ノハ 転 換 ト見 倣 サ ナ イ コ
ト!シ タ」 とす る転 換率 は金 属 工 業,機 械 器 具工 業,化 学 工 業 の三 業 種 にお い
て,そ れぞ れ12.5%,36.2%,0.0%と な って お り,戦 時下 兵 器 その ものの生 産
を担 って い た機 械 器 具 工業 の転 換 が も っ と も高 い と指 摘 して い る。
この よ うな転換 上 の生産 再 開 を妨 げて い る隆 路 と して,「 同概要 」 は① 「石
炭,コ ー ク ス ノ入手 難 」,② 「主要 資材 獲 得 難 」,③ 「副 資 材 ノ入 手 難」,④ 工 員
確保 難 及 生 産意 欲 ノ低下 」,⑤ 「資 金難 」,⑥ 「企 業 家側 ノ怠 業」 を挙 げて い る。
まず,① 「石 炭,コ ー ク ス ノ入 手 難 」 にお いて は,相 当多量 の手 持 が あ る数
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(表一4)転 換 状 況 ①
会 社 名 1:場 名 生 塵
戦 時 中
1 旭精 【1㈱ 鳳 1場 軸受
2 同L 泉北1 場 軸受
3 同i 福泉1 場 軸受
『 一
4 ㈱安積製作所 本社 1場 精密 切削1二具




6 1司 卜 泉南1 場 鋼球
7 瓜生製作㈱ 大阪1 場 空気鎚,錐,空 気 研磨 盤
8 恵 比寿 屋ll具 【業 ㈱ 本社 1場 精 密Il具,歯 車類
一 一 　 一
9 ㈱大阪アルミ功 ム製作所 本社 【場 航空機用アルミ板,海 軍艦艇部品
10 同L 泉尾1 場 ア ル ミ器物
11 汰 阪造船所 本社 1 場 海軍舟艇







…加島製作所 機雷,爆 雷,空 気圧 縮機,音 響 兵器, 内燃機
1蜴 機雷,爆 雷,迫 撃砲,量 水器,紡 績機 械
15 大阪金属
ト
1業㈱ 薩奈川航空機製作所 プ ロペ ラ調速 器,噴 射 翠 ンプ,調 製油 ポ ンプ
L6 lr司L
⇒ 淀川化学囑 メ チ ル ク ロ ラ イ ド,フ レ オ ン ガ ス



















1場 1二作機 械,航 空機 部品
福




23 同L 朝口橋L場 艦船部品,兵 器,化 学用諸機械
24 同L 茨木 Il作機 械 一1場 一







堺 ll場 連絡艇,特 大発動艇
28 川崎造機㈱ 八尾 「場 兵器
29 川崎航空機㈱ 明石発動機高槻分 】場 航空機用発動機
30 同L 堺発動機1:場 航空機用発動機,軽 合金鋳造品
31 川西航空機㈱ Ix-fn塚製 作 所{磯L場 【1作機 械
32 汽車製造㈱ 人阪 1場 機 関 車,【1作 機械,橋 桁,陸 用 船舶 品, 航空機部品,鉄 製舟艇
33 同1= 三宝 に場 陸軍舟艇
34 ㈱久保田鉄 1:所 恩加島 1業 鋳 物(発 動 機,化 学機 械),燃 焼 機
35 同 ヒ 堺 ll場 発動機(農 業 ・船 用),牽 引車, 同改装車両
3fi 同 ヒ 鋳鋼1 場 鋳鋼品




38 i剛= 住 吉1 場 窯業用 ・鉱山用 ・化学用軽金属製造用機器
39 同 ヒ 日 翻,
}.
1場 鋳鉄管,鋳 造品,諸 機械
40 興和機械 1業 ㈱ 斗1人和 田 1場 鋳物
41 同L 一;
1浦江分 L場 フ ライ ス盤,臼 動旋 盤
42 神戸電機㈱ 守 口1 場
!i整 流器
43 同i二 人 阪1 場(浦 江[場) 1合成 樹耳旨製15ム,電 気 配線器 具
44 光洋 精1=㈱ 国 分1 場 1球 コロ軸 受1二 作 機 械n測 定 に具
45 三宝伸銅㈱ 本社 i 場 銅及黄銅棒
46 島 田ガ ラ ス㈱ 本社 i 場 防弾 ガ ラス,医 療 用 ガ ラ ス
47 島野鉄L所 本ネ1 i 場 爆弾,砲 弾,原 動 機 部品,自 転 車部品
48 ㈱狭山1所 本1 場 蹄釘
49 佐野安船渠{ 本1 場 木船建造及修理主機
50 昭和農産加 1.㈱ 佃1 場 工 一 テ ル
51 屯輪1業 ㈱ 大阪 1:場 車輪,窓 枠 扉,プ レス,機 械加L, 25耗 機,銃 弾 禽,航 空機 部品
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品 目 転 換 生 産 状 況




精密 切削1二具 疎 開設 備 の再 据付 ・2-3月 頃 よ り操 業開始 予定
臼転車,農 機具用鋼球 操業開始但し生産能力の3/1程 度
自転 車農機 具用鋼 球,木L品(炬 燵,板) 操業開始但し生産能力の4/1程 度
}
空 気鎚 錐,錐,空 気 研磨 盤 操業開始(微 々)
精 密11具 、 歯車 類,紡 織 部品,電 気器 具
ll月 よ り操 業開 始
家 庭用 器物,ア ル ミニ ウム板 休止中
炊事用具その他 生産開始(微 々) }
トロ ー ラ ー,曵 船,艀 船,製 材 木[機 械,ソ ノ他 近 く生産開始の予定
紡績 機械,1二 作機 械,作 井 機部 品
生産開始未定




水 道 鼠 水 器,瓦 斯 メ ー タ ー,ピ ス ト ン リ ン グ 本年度より生産開始予定一
フ レオ ン ガ ス 本 年度 よ り,フ レオ ンガ ス生 産開 始 予定
一
製 釘機,ヂ ーゼ ル機 関 並修 理 本年度より一部生産開始予定(製 釘機のみ)




各種歯切 20年12月10日 操業 開始
化学1=業用(人 肥)器 櫨 瓦斯発生装置器櫨 船舶部品 20年12月10rl一 部 操業 開始
一 休止中
船用機関,錨 鎖 20年12月10口 操 業開始
休止中
船舶 建造 修理,鋼 材 ・木材 加[: 船舶修理のみ本年度より建造開始予定
車輌,電 機 ・臼動 車 部品,そ の他家 庭製 品
一部生産開始本年度より本格生産
繊維 機械 用 ポ ンプ,自 動 車用 ポ ンプ,電 機 金網 等 終戦後昨年末まで金網生産せるのみ
一
L作 機 械,木1二 機械,漁 業用 発動 機 生産計画もなし
機 関 車,1二 作機 械,橋 桁,陸 用船 舶品 生産続行,但 終戦後生産実績機関車修理,陸 用缶
鉄 道 車輌,貨 車,電 車 本年度より鉄道車輌貨車生産開始の予定
農業用化学機械,鋳 物,燃 焼機
一部生産開始
発動 機(農 業 ・船 ・発電),圧 縮 機 等 生産開始(微 々)





L作機械,自 転車部品,雑 機械製作修理 本年より生産開始予定但 し自転車部品のみ少し
蓄電池,整 流器 生産続行
合成樹脂製品,電 気配線器具 極 く一部生産再開
球 コロ軸 受,1二 作 機柱,測 定L輿 生産開始
銅及黄銅棒 生産開始但生産能力の半分




エ ー テ ル 生産開始(微 々)
車輪,窓 枠扉,プ レス,機 械加1:
一
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会 社 名 転 換f:の 隙 路
1 旭精.L㈱ 鋼球保持器入手難
2 同 ヒ 一
3 同L 　
4 ㈱安積製作所 資金
5 ㈱天辻鋼球製作所 資材 ・労務
6 同と 労務
7 瓜生製作㈱ 特殊圧延鋼 ・労務
8 恵比寿屋1二具1業 ㈱ 鋼 材 ・ガ ソ リンノ入 手難,i二 具 の確保 難
9 ㈱大阪アルミニウム製作所
14 同 ヒ 石炭 ・ガス
11 大阪造船所 金属材料,燃 料入手不能,部 分品入手難 労務(食 ,住)
12 ㈱大阪機械製作所 銑 鉄,ロ ー ク ス,焼 入 油,資 金
13 大阪機1:㈱ 労務不足(食 糧)
14 同L 石炭 コー クス ナ ド不足 ノ タメ鋳 物作 業不 能,労 務 不 足 ・労鞠 意欲低 下(食 糧)
15 大阪金属1業 ㈱ 石 炭,コ ー ク ス,燐 育 銅,銅 販,労 務,資 金
is 同L 石炭,労 務
1? 同上 石 炭,コ ー ク ス,製 鋼,労 務
18 大阪製鋼㈱ 石炭,資 金




22 同E 油脂 類,労 務 一
『23 同一ヒ 石嵐 コークス,油 等副資材の入手難,労 務不足(食 糧事情)
29 同L 一
25 同f一 燃料入手難,労 務確保難
2fi 同L 一 一
27 大阪造船鉄11所 石 炭,コ ー ク ス




32 汽車製造㈱ 石炭,コ ーク ス ノ不足,労 務 ノ問題
33 同 卜 鋼 紘 木 杭 石炭,コ ーク ス等入 手鉱 労務,資 金
34 ㈱久保田鉄1:所 コ ー ク ス,直 接 【:
35 同}: コ ー ク ス,石 炭,熟 練1二
36 同L シ リ コ ン,マ ン ガ ン,石 灰,電 極 マ グ ネ シ ア,石 炭,コ ー ク ス,熟 練ll
37 栗本鉄[1所 一
38 伺1= 資材,燃 料,労 膀,資 金
39 同L 主材,副 資材,燃 料,労 挽 資金
40 興和機械1業 ㈱ 一
41 同L 鋼 材,石 炭,コ ー ク ス
42 神戸電機㈱ 福資材(硫 酸,酸 素,水 素),石 脱 労 務(技 術低 下)
43 同L 燃料枯潟最大阻路,資 材,労 務マタ獲得難
44 光洋精L㈱ 石 炭,キ クロ ム鋼材,洗 浄油
45 三宝伸銅㈱ 手持資材,石 炭確保目途樹タズ
46 島 田ガ ラ ス㈱ 石 炭,ソ ー ダs智 利 硝石,仕}二L
47 島野鉄1二所 石 炭,コ ー ク ス
48 ㈱ 狭 山 匪二業所 原材料,労 務意欲低F
49 佐野安船渠{ 手持必要量ノ10/1程 度ニシテ配給モ亦停頓 労務不足
50 昭和農産加r㈱ 石炭




























空 襲被害 ナ シ,水 害浸 水被 害少 シ____.































一 一一__一}一 一 　






















15% 一_一　 一 _一 一_一
闇開一
_一 一 一 一 　
2度 戦 災(3.1440%, 6.125%}　
ナ シ
本社 暢 へ移転合併の碇_一 一一
㎜一
設備5%
一_一 一 一 i一_一 一一一一






ナ シ 一■一 一一
__一 圏____T-一 凹一闇一 一 一 一.一
一 一 　 一
倉庫焼失ノミ




25% _______一 一 一一 一 一一　 一一 一 一 一一
L場三棟全焼 二棟半焼 一一 一_一 罰_一 一 一 一 一一 一皿一
rr-一 一 一
ナ シ
殆 ン ドナ シ ____一 一 一





16 商 経 論 叢 第30巻 第3号
0369)
会 社 名 Il場 名 生 産
52 ㈱ 昌運i二作所 人 阪Il場
『 ㎜}　 一 ～ _
戦 時 中
戦時型旋盤
53 住友金属1 業㈱ 製鋼所 艦 船,鉄 道,航 空機用 鋳 造品 ,ソ7石 「 一『54 住友化学{ 業㈱ 春日出1場 合 成 染 料 有 機 ゴ ム薬f"7uu.タ ー ル 剰 澗 物 サ
。か ノン ー55 住友電気1 業㈱ 大阪f場
56 石産精1㈱




桁聞子骨類 投射箭_蟹 雷),航 空機発動機部品等}桁間
子骨瓶 投射箭(爆 雷)識 空壁 動機部品等 　




人 日本 セ ル ロイ ド㈱ 堺1場
堺1=場㈱高田アルミ製造所
硝化綿謂 車測 囎 権 』石『7鉱 合楓 縫 機 銀
アル ミ合 金属 伸材 ,ア ル ミ器物,航 空 機 用油槽 　
㍗61 大同製鋼㈱ 人阪1場







化 学1.業 用 機 器,運 搬 機,錨 ,鏡 一 　 』 一㎜『 一 『『　一









場 航空写真機 照準器 写真機及シャ。タ_
十㈱椿本チエン製作所 本 社1 場 スチールチエ% ,搬 欝 高角砲nau,航 空期 チ・職 銃用チ・・
,棚 雷露"66 帝 国lf:縮瓦斯㈱ 大 阪1 場 酸71Crア ル ゴ ン,ア セ チ レ ン瓦 斯 ～ 　
67
m







客 ・貨 車,鑑 船 部 品,軽 車 轍 機 動 艇 ,肖9米 カ ッ タ ー
鋼 線,バ ネ 圏』}『







同L 佐 野第 一1 場 麻 糸,麻 更生糸 『一 一 『 『}『 『～ 四_
同L 佐野第二i 場 麻 更 生 糸,織 物 『 『『 一四『
73 ㈱帝国鋳鋼所 姫 島i二場 圧延機,運 搬設備,鋳 物
74 東亜バ ル ブ㈱
}一_








木造船用木材 ・製材,海 窺用兵舎廟 ・製材
軽電機製造所大阪r場 電域 一般照明用電球,真 空管 電波兵器用 一
『78 東洋製鋼 佐野1 場 鋼索,鋼 線
鋼索
79 同{=




人鋳i 船 舶 用 晶,鍛 圧 機 械 ノ鋳 物 一『'　㎜『m'
〒
81 名村造船㈱ 本 社1 場 海軍舟艇,汽 船建造 ト修理
82 日産自動車㈱ 大阪1 場 自動 車用 銃鉄 鋳物{』 … 一臨





鉄 線,火 砲 用 部品,亜 鉛 引鉄 線
85 同i二 布施分1 場 鋲螺,釘}
一$6 日本海底電線㈱ 大阪分1 場 ガ ッタバ ーチ ャ,絶 縁 ,海 底電 線
87 口本火薬製造㈱ 人阪作業場 緩 燃 導 火 線 『 一『一 一『 』
88 同L 山 ノ内 【場 硝 酸 加 里 　 　 }{『 圏 一
89 日本鋼管㈱ 大阪製作所 爆弾(30キ ロ,50キ ロ)一







93 目本 ペイ ン ト㈱ 本 社i=場 亜鉛 鉛凡 ペ イ ン ト・ワニ ス・エ ナ逸 塾 含成樹 脂,水 性 塗料
94 日本冶金1業 ㈱ 大阪支社大阪電気 鵬 電 気溶 接機 溶 接棒,ノ メ イ ト,溶 接1二事
95 日本油脂㈱ 三國塗料il場 航空 機,一 般 鉛底,特 殊 塗料 』
一 一 一闇圏一一 皿 一一一 一 一甲 一一一一一mr__一96 1司1: 干舟1場 戦時浴用石鹸
97 同L 佃 油脂1二場 グ リセ リン,脂 肪 酸 石鹸 ,切 削油,口 剤









101 発動機製造㈱ 本 社1 場 内燃機開 臼動三輪車,鉄 道車輌用機器部品
1Q2 早川電気㈱ 和泉1 場 ラ ジオt無 線 機}





現 在 乃 至 将 来




合成 染料,有 機 ゴム薬 品,タ ール系 中間 物,サ ッカ リン
終戦以来有機 ゴム,薬 品及 サ ッカ リンヲ少々生産セ ルノ ミ
裸級 ゴム緑 綿絶縁級 ケーブル(通信電力、蓄電器接続器及附属品フライパン
複1鼠 ゴム線等ノ生産ノミ開姶 本年度ヨリ全般的二生産開始 予定_
______一 一一 一一 　一一一
一部 生 産開始 _
…部生産開始.
焙煎機,鍬
雇 臭,紡 績機 部 品,車 輌 部品,L具 ソ ノ他
農具生産少シ開始セル程度
アセ チ ロイ ド,セ ロ イヂ ン,合 板,可 塑物 用金 属型 化学 機械
一部 生産 開始 ._
一r}■一一
操 業率1/10程 度
本年度 。リ嵯 醐 ノ予定 二
鋳鉄品
π 学i業 用機器,運 搬機 鑑 鎖,農 機具
生産再開本格生産本年度ヨリ
鋲 螺釘,鋼 塊 鋼板
本年度ヨリー部生産開始ノ予定
医療 機械,写 真機 及 シ ャッター
本年度ヨリ生産再開ノ予定.
三 チ ー ルチ エ ン,運 搬機,内 燃 機 関,農 機 具
手持資材アルモ(但石炭等皆無)農具生産ヲ主トスルモ本格的操業ノ域二達シ居ラズ_
叢 素,ア ルゴ ン,窒 素瓦 斯
年末ヨリ生産開始.




「函 爾7禰 渡 ヨ1喀 贋 車生産モ開始碇
綿,ス フ織 物 三構轟曜 ニ ー 一二
鋼索線 麻索線





鋲 車輌,農 器具,船 舶部品,木L壁 越 」コ唾 車部品
生産一部開始(鉄 道車輌,農 機具).
頑 頁家屋用木材 ・製材
生 産計 画 モ ナ シ,目 下機 械修 理
一






生 産開 始(1/4程 度)
一一




______一 一一 一一一一一 一一 幽`一
自動車用銃鉄鋳物
生 産開 始(能 力 ノ1/4)
禾 軍ラ,火 箸,鋼 球,割 栓 等
生 席 一部開 始,本 年 度 ヨ リ全 面的 開始




生産続行 一r一一___一 一一 一一 一 「一一
一一








ス キ焼 鍋,ト ロ リー ボ ー ル,ボ ー ル 部 分 品,車 輌 部 分 品
生産開始本年度ヨリ本格的二
菊肩送 風機,電 気扇,発 電機 発 動機__._.__.一_一
石 油 代 用 燃 料 使 用 装 置_____一.____
一 　 　
発電一 一.　 　
三石蕉=万 ヨ リ電 気 扇,発 電機 ノ生 産 再開 ノ見込 一
一一 一 一一國 一一
生 産 開 始(微 々) ____._一 一一一__卍 一一 一 一一一 幽 一一一 一一一
一
ペ イ ン ト,エ ナ メ ル,ボ イ ル油 ・ ワ ニ ス
療材料,燃 料人手見透難ノタメ少シ生産開始セル程度
電 気溶接 機,溶 接 棒,ノ メイ ト,溶 接L事
・一部 生 産 開 始 _
一一




生 産 末開始 三 月迄 二復 旧,生 産計 画 ナ シ__
一






生 産開 始(微 々)一 _7-一 一 一四一m一閥一一_巳　 　一一 一
r一







ラ ジオ,電 気 畜 音機
操業開始(微 々)本 年度 ヨリ本格的




転 換Lの 聡 路
一52 ㈱ 昌運ll作 所
53 住友金属 【業㈱ 主材,石 炭,資 金
54 住友化学i業 ㈱
,
55 住友電気1業 ㈱ 鍔謙 総 讐 舞轟 欝 瓢輸送翻 脚 タ・酬 礫 『
コ ー ク ス,石 炭,銃 鉄,
56 石産精1二㈱
57 同L
ベ ル ト,磨 鋼 楓 マ グ ネ シ ア,電 極 『
木 炭,木 材 等,労 務-一 　　 }
一 一 龍 一58 大日本鉄砲㈱
59 大 日本 セ ル ・イ ド㈱
手持 資材多 シ,燃 料不足 ,労 務 充足 難(食 糧 ・物 価 高)
ブ タノー 叱 ナ フタ リン,木 材(単 板),コ ー クス,石 嵐 労務
so ㈱高田アルミ製造所
61 人同製鋼㈱ 欝 欝 　 醐 油ノ棍 労務・不足(34・名 騰314・ 名・蜘68名)
62 三菱 化il機 ㈱
63 大和製鋼㈱
資材 特 二燃 料不 足,労 務,資 金}『 『{
石炭,労 務,資 金+一
64 干代田光学製鋼㈱ 塒 酬(三 カ月分)ソ ・後・分確騰 石炭コークス顧 難(最燃 路)瀬1二,不 足
65
一
㈱椿本チエン製作所 石 炭,コ ー ク ス,油 等入 手難,運 転 資金 需 要先 不足 等
66
『














主 要材 粧 石炭













主原 料(銃 鉄,コ ー クス)
取 立 テイ ウベキ階 路 ナ シ
コー クス,労 務82 1二」産 自動 車㈱
83 日唖製鋼㈱
84 同11
石 炭,コ ー ク ス 』
石 炭,コ ー ク ス,塩 類,石 鹸






正要原 料,石 嵐 捕 修資材
燃 料,特 ニ コー クス







目本 ペ イ ン ト㈱
94 口本冶金1:㈱ 燃 料,経 験 孟二,債権 回 収困難
95 日本油脂㈱ 腰 原料タル酬 乾性油入荷見透難(内地二絶醐 程)






99 []本 橋渠 ㈱
(苛性 ソ彌 ダ)潤 融 石炭等 スベ テ不足 ,労 務不 足([]C」),転 飴 二窮 ス




副賢 材,主 材,金 融
IO2 早川電気㈱
103 同 卜

















発生煙 二被害 九月80%水 害 受 ク
ナ シ
一 一




23%(生 産能 力減 耗率)
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0365)
会 社 名 Il場 名 生 産
戦 時 中104 早川電気㈱ 平 野1二場 航空機}無 線通信機
105 阪神内燃機 」業 ㈱ 茨木 】二場 内燃 機 一 而
106 ㈱ 平野 鉄1.:所 本 社Il場 (戦時標準船用)主 機L補 機
}
107 ㈱日立製作所 木 津川1二場 闇
108 日立造船㈱ 大浪造船所 船舶汽缶ノ新造及修繕
1Q9 同L 櫻島造船所 油鮒 艦艇儲 鯛 ・鯛 機楓 嬬 弾丸 鍛圧機械
1ユ0 松 ド無線㈱ 本社Il場 ラジオ受信 機,増 幅 機,無 線 機部 品
111 松下飛行機㈱ 第 二1二場 早 一 一 一 一皿
112 同1二 第三ll場
』 一 罰～
≡ 一iii 同L 住1,場
114 同L 本 社Il場
胴
} ～
115 松下無線㈱ 内田[場 航空機 と電装部品 『 ～}
一lib 同L 四条1二場 航空機用無線




119 三菱軽合金1業 ㈱ 堺1二場 航 空機 部 品(タ ンク,ス ピナ,プ ロペ ラ,整 流筒)}一_120 「司i= 三津屋r場 一
121 山添発條㈱ 大 阪1 場
1`L2 湯浅蓄電池製造㈱ 高 西1 場
駄占』一旧n__
} 一一
各 種 電 池,灯 火 用 ケ ー ス{… 一一{一 『一}皿 一
=
123 同1二 本社1 場 蓄電池及同部品,充 電器 水銀整流器
124 油谷 重1:業 ㈱ 本社1 場 凌 漢船,L木 機 械 並;部 分品 『剛㎝ 　
125 同L 神崎川Il場 凌 喋船,L木 機械 並 二部 分品 『『…}
一『ユ26 同 ヒ 鋳造1場 船舶用L木 用各機櫨 鋳造部品
12? 理研1:業 大阪1:場 型打鍛 」:品,磨帯鏡 磨特殊鋼帯
128 湯浅蓄電池製造㈱ 淀川L場 蓄電池用電槽 『
会 社 名 転 換Lの 階 路
104 早川電気㈱ 一一 『}}～ 圏醐閥__ 一
lQ5 阪神内燃機[業 ㈱
噌
鋼 材,コ ー ク ス,ガ ソ リ ン
106 ㈱平野鉄1:所
『 一 …一一一■一 一_}
副資林 燃料,労 務,資 金(運 転小額設備資金)　 『
107 ㈱日立製作所 鮒 石嵐 セメ ン ト,モ_y_ ,コ ーク ス,脇 飴 一
108 口立造船㈱ 副資材,燃 料,労 務ヨ 運転 資金 ,復 旧 資材
1Q9 同k 真 空 管 珪 素,鋼 板 等 其 他 鉄 鋼 一『 一"『 　 一～ 一㎜『 『一『 一
一一一_一 一 圏}r110 松下無線㈱ 『 閥一
X11 松下飛行機㈱ }～ 一_____一
112 同1=
}




116 同 卜 }一 『 一一一巳隔一 一
117 松下電気ll業㈱ 珪素,鋼 板,コ ー クス,労 務,資 金 　
=ユ18 三井化学i業 ㈱ [1業塩 硫 酸 ノ不 尼 石炭 ノ確 保難
,労 務(30名)
its 三菱軽合金 】業 ㈱ 一 一一_
120 同}二 へ{一 一_ 一} 一厚占 「}
一 閥閣一 層_121 山添発條㈱ 一 『
122 湯浅蓄電池製造㈱ 資材燃料 資金関係等ヨリ未ダ全能力発揮 シ得ズ ー
123 同1二 資材燃料,資 金関係等ヨリ未ダ全能力発揮シ得ズ ー
124 油谷重 「業㈱ 一
125
而
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品 目 転 換 生 産 状 況
現 在 乃 至 将 来
一
ラ ジオ受 信機 部品,電 気 器 具,電 熱 器
本年度ヨリ生産ノ予定
内燃機 生産続行(微 々)一










船 舶修理 建造,化 学,鉱 山,農 業機 械
船舶修理,本 年度ヨリ新造開始予定
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ラ ジオ部 品 計画中 一
　
一 闇
電動 機, 電気炉,変 圧 器,電 気時 計,
バ リカ ン等 一部生産開始
染 料, 中間物,香 料
ナ ッ トール染 料 ヲ少 シ生産 セ ル ノ ミ 一
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疋蔽 行({i1,資 材燃粍 資金関係等 ヨリ未ダ全能力発揮シ得ズ)
各 種電池,灯 火 用 ケー ス }一 一
生産続行GFし 資材燃粧 資金関係等 ヨリ未ダ全能力発揮 シ得ズ)
蓄電 池 及同 部nuu,充 電 器,水 銀 整流 器 _一 一
L場廃止一
凌喋船, 畳沐 機械並二部分品 戦時中ノ半製品仕掛品ノ完成生産続行本年度ヨi)一部受註品生産開始予定
稲舶用 L木用各機械,鋳 造部品
生産続行(微 々)
型打鍛 L品,磨 帯 鋼,磨 特 殊鋼 帯 生産続行(微 々)
}
蓄電池用電槽 生産休止中1
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20年6月1ロ ノ空襲 ニ ヨ リ全1二場 焼 失
に場閉鎖
」 一
20年3月1411100%罹 災後L場 事務 所 建設作 業続 行 中
一
主 ト シテ 建 物 被 一,
ナ シ
松 ト電器産業株式会社電機製造所ト改称
一 皿 L場閉鎖,目 下進駐軍接収中
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20年6月26口 空襲 ノ タメ全焼 社名 志 賀{.業 ㈱ ト変 更,本 社及1場 大津 市膳 所 二移転
ナ シ 終戦 時681名,現 在343名
一





ナ シ 終 戦 日寺30名,現 ・在4名
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工場 を除 けばy「 石炭 ・コークスノ手持量ハ極 メテ少量 デ手持皆 無 ノ工場 ガ案
外多 ク,終 戦来 ノ深刻 ナ石炭飢饅 ヲ反映 シテ民需転換隆路 トシテ石炭
,コ ーク
スノ
(評 難ヲ儲 スル蝪 ハ実二回答工場一北 蝪 ノ群 一二九蝪 ノ上 ッ
テヰ ル。」 また,② 「主要 資材 獲 得 難 」 を挙 げ る企 業 も多 く
,「 コ レガ入 手 見通
難 手当難 ヲ轍 上 ノ騰 トナ スモ ノ実 二五 に 件 ヲ数 ヘテ親
.」さらに,③
「副資材 ノ入手難」 も,「主要 資材獲得難」と同様 であ るが
,「部分品 ノ不足例 ヘ
バ造船 ノ如 キ綜合 工業 二於 ケル協力工場 ノ戦災 ニ ヨル部分品 ノ不揃 ノタメ行悩
(21)
メル 回 キ モ亦少 ナ クナ イ。」 とい う指 摘 が あ る。
次 いで・④ 「工 具確保難及生産意欲 ノ低下」 が挙 げ られて いるが
,労 働遍蜀
の なか で なぜ この よ うな事 態 が あ るの だ ろ うか
.「同概 要 」は次 の よ うに解 説 し
て い る。
「現在 唄 数ハ概ネ繊 当時ノ四分 ノー乃至五夕}ノー搬 轍 減 シテヰルガ
,繊 時
千名以 上ノ労務者 ヲ擁 シテヰ タ工場 ガ現在百名乃至五十名以 ドノ1;場 モ亦少 ナ クナ
イ・ 而 シテ転換上 ノ脳 ヲ労務酢 唄 確騰 二訴 ヘルモノ四+六 件 汲 ビ
,特 二熟
繍 二説 斯溶接工・硝 子仕上蒔 ノ専門樋 エノ不足 ヲ指摘 セル場合多 ク
,ソ ノ件数+
酬 ヲ 恥 テヰルガ・ カ1ル 唄 確保難 へ専 撮 近 ノイ ンフ 瞬 ヨル物鵬 ヨ ニ賃値
上 生活不安・食櫛 情及 ビ住宅交通難 ノタメデアル.従 ッテ労瀦 ヘノ}喰 ノ増配,
作業必需物資ノ特配,物 価 ノ安定,賃 金問題(一 般 賃金基準)ノ 解決等 ヲ訴ヘルモノガ
多 イ・ 尚 陽 咄 勤率ノ低 下・ 生産意欲 ノ低調 ヲ特 指 摘 セルモノモ亦多 クソノ件数
十数 ヘテヰル。」
次 に挙 げ られ て い る⑤ 「資 金難 」 に つ いて は,戦 後 長 期 間 に亘 って 引 き継 が
れ る問題 で あ るが,こ の当 時 は次 の よ うな事 情 が あ った
。
「戦災工場 ノ保険金ハ特殊預金 トシテ封鎖 サ レテヰル外
,国 家補償金未収,軍 其他 ヘ
ノ納入金売掛金 ノ未収乃 至回収不能 貸出制匡購 々ニ ヨル戦災復旧醗 運 転:..等
ノ資金調達難 ノタメ操業上 支障 ヲ来 セノ留 少 ナクナイガ
・ コノ点 ヲ生産不振 ノ原因
トシテ指摘セルモノニ十一一牛二上 ッテヰル。」
以上 の ほか に⑥ 「企 業 家側 ノ怠 業 」 にっ いて,特 に以 下 の よ うな事 例 を示 し
て 「企 業 者 の怠 業 」 を強 く批 判 して い る。
「③○化学工業会社○○○工場 ゴ トキハ戦災 二遭 イタルモソノ罹災 ノ程度ハ僅少ニ
シテ生産ニハ何等支障ナク,同 工場 ノ製品ハモ トモ ト民需品 ニシテ即軍需品ニモ使用
/362) 戦後復興期における中小企業の再編[1]23
セラレ居 タル関係上終戦二依 ル転換モ設備資材 ノ変更ナク容易二転換 シ得 ルノ ミナラ
ズ,聯 舗 ノ企業轍 許 可ヲモ要 シナイ,且 ツ労務 資金ハ勿論原欄 関係 ニモ恵マ
レ,殊 二終戦時 二於ケル 腰 原材料,石 炭等 ノ稿 量ハ相当畿 デアルニ拘 ラズ・終戦
後年末マデノ牲 高ハ金額 シテ働 井 産能力ノ+分 ノー膿 二避 ナイ・ 又輯
度_月 ヨ リ羽 マデノ功 胴 ノ生酬1由i一 ソ純 産能 力二比 スレバ遙 カニ小 デア
ル0
⑮○鰍 製作所○○○ 腸 一鞘 轍 韓 其他 ノ兵器一 ニイ乍鰍 等 ヲ生産終轍 工
作機械 纐 鰍 等 ヲ生産 スベク既二聯合軍 ノ転換p7ヲ 得エテヰル・ シカモ同一暢
ハ幸 ヒ戦災力挽 レ_.百 人近 クノ従l-'ヲ 搬,猫 鮒 モ亦鞘 鮪 セルニ拘 ラ
ズ銑鉄,コ ークス等 ノ入梱 難 資材頒 ノ騰貴 ヲ蹴 二舶 マデ燃 操業 ヲ開始 シ
テ居 ラズ,本 年 三月マデノ號 計画モ断 機械 ノ鮪 二終始 シ・製品 ノ犠 ヲ全然企
　 シテヰナイ0
◎○○○鰍 暢 一戦災程度五%(設 備)従 ッテ生産 岐 障 ナシ・而 シテ肛 場ハ内
燃機 量水..｠rノ 生産 二轍 スベク既 二当局 ノ転換許可 ヲ受ケテヰル外・欄 材,銑 鉄
其他 ノ資材 ス トックア リ,資 金関係 ヲ順調 ノ様デアルニ拘 ラズ,労 務不足一 モ トモ ト
会社 自体ガ従類 ヲ擁 セルモノデアル.終 戦時四よ 弍 名・現缶 癩 一 ヲ勲 二
+r.以後全然操業 据 ラズ.本 年度 ノ生産言t画二於 テモ単 泊 動 車修理 ヲ計画嘱 ノレ
ニ　ギナイQ
其他資材ノ払底 製品獺 ヲ見越シ保有讐 温存ノタメ生産稚 エヲナス等企業者
怠業傾向ガ看取セラレルコトハ実二遺憾デアル。」
以上か ら,旧 軍需 工業 の親企業 に当た る諸 企業が戦後 の生産回復 に際 して,
生産の再開 轍 の遅延が戦災や...的 な困難}こ遭遇 したとい うことだけを原
因 としてい るので はな く,「企業者 の怠業」と見倣 され うる行動 を取 っていた こ
とが判明す る。
② 中小工業の転換:大 阪府
ところで,こ れ らの企業 は戦時下 の軍需産業 として多 くの中小企業 を下請 に
利用 していたか ら,そ れ ら刺 ・諜 の多 くは轍 鯖 産業の終 焉 ととも1こ下請
難 を喪失 した。 しか し,親 会社の生産の再開 轍 が上記 の ごと く遅延 して
いた ことか ら,近 い将来 に下請受注 の復活 を期待す ることはで きないため,独
自の生産再 開を進 あていた。先 の大阪府商工経済会 は,上 記 の転換調査 に引 き
続 いて,1946年 の3月 に 「中小工業転換状況調査」を実施 し,4月 に 「同概要」
として発表 している。(表一5)は 回答 をま とめた一覧表で ある。
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1 民生機器 航 空 機 部r.iuu,兵 器 部 品 家庭用器物,生 活用見廻り品,住 居器具,事 務
用器具
2 機械器具 兵器,航 空磯 艦 船 部晶,【 二作 機楓 一般 機
械Il冥 ・治 具,軽 車輌,農 機 具,其 他器 具 類
鍋 釜 湯沸,牛 乳 沸,飯 蒸,便 当箱,杓 子 其
他厨房 用 具・ 金物,荒 物 コ ン・,電 熱 器 農
機 具,軽 車轍 自転 車並 二部分 品,食 料品 製造
機 械,紡 織 ・染織 整理機 械等




4 農機具 農機具,軍 需品各種 農機具
5 敢瑚鉄器 軍 食器,湯 沸,鍋 パ イ プ,化 学 用耐 酸瑳 邸 タ
ンク
鍋,湯 沸,洗 面器,飯 蒸
6 鋳物 銑鉄鋳物(兵 器,機 械,艦 船部品,航 空機関係
機器)




セ ル ロ イ ド 刷孔 無線通信機部品,電 槽,計 測器部品,給水
管,精 密機部品,航 空機部品,兵 器附属品
櫛,頭 髪 品,刷r,容 器,眼 鏡11其 他 雑 貨 一
『 一 一 一一8 硝子 理化学 試験 用硝F,用 硝 予,防 弾硝 子,医 療 衛
生 用硝 子,電 球,電 槽,真 空 管 瓶類 ,其 他特
殊硝r
一般 薬壕
,軟',家 庭用 硝 子器,ア ンプル,
照明用 硝Jr電 球,酒 壇,理 化 医療 用硝 子
9 ゴ ム 航 空機 タイ ヤ,防 毒 具,電 櫓ll業 用品
ゴム ベル ト,自 転車 タイヤ
,チ ュー ブ及附属 品
ゴム引布mル ,ホ ー ス類,医 療 胤 ム
製 靴 用品,再 生 ゴ ム
1二業 用 品,履 物,ベ ル ト,ホ ー ス,ゴ ム 引 布
自 転 車 タ イ ヤ,チ ュ ー ズ 医 療 用 品 ,小 型 及 荷
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櫛,頭 髪 品,刷 子,容 器
























自:;,_タ イ ヤ チ ュ ー ブ
医 療 用 品
小 型 及 荷 車 タ イ ヤ
1而4三タイ ヤ
附 属 品

















































































統 制 組合,百 貨店,直 売
統 制組 合,百 貨店,直 売
統 制組 合,百 貨 店,直 売
統 制組 合,百 貨 店,直 売
統制 組 合,百 貨店,直 売












































































































































































zoa・Sao 殆 ト620① 鉄鋼 入 手難
200,300 殆 ドナ シ 40② 油類不足
50 殆 ドナ シ 2・・i③ 鵬 勘 労ノ鰍 ナシ
50 殆 ドナ シ 肋‡副
　
一一一『一一 　 -1














10,000 1① コー ク ス ・薪炭 入 手難
」5,000 [② 労 務1イ ンフ レ」 ニ ヨル不定 着
5,0ao
lQ











①生 地 ・溶 剤入f難
②労 務 賃金 高 ニ ヨル傭 入難










456,995 1 ①副資材(溶 剤)・燃料不足
18,732
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業 種 戦時中ノ生産品目 現在乃至将来ノ生産品目
10 紙製品 ノー ト,帳 簿,封 筒,其 他紙 製品 一般
同 左 一
11 紙器 紙器全般 同左
12 製本 出版物,学 習 帳,手 帳,伝 票,メ モ,複 写便
箋}其 他 製 本全般
同左
同左
ユ3 織物 繊維製品一綿 スフ織物
14 莫大小 肌 着類,靴 下,軍 手 同左}



















551,500 3,290 1 1 統制会社
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706 706 i40 100






































① 用紙 ・副資 材(ノ リ ・紙)ノ 不足















①労 務不 足,特 二熟 練1:
②資発難 復旧資金トシテ少ナクモ五〇〇〇万円必要




①綿 ・ス フ布 ノ不 足
② 石炭 ・苛性 ソー ダノ入 手難
① 労務 不 足,特 二熟 練Il
④ 石炭(機 械 部門),主 地(手 染部 門)不 足
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この調 査 は,「 大 阪 中小 工 業 ノ転 換 復 旧状 況 ヲ把 握 スル タ メ関 係 組 合
二別 紙
調査 票 ニ ヨ ッテ照 会,三 月二 十 日マ デ ニ民 生 機器 ,機 械 器 具,自 転 車,農 機 具 ,
瑳 榔 鉄器,鋳 物,セ ル ロイ ドy硝 子,ゴ ム,紙 製 品,紙 器,製 本 ,織 物,莫 大
小及 ビ織物加エ ノ価 組合 ゴ21)」回答 を得 ている。
生産品 目にっ いてみ ると,多 くの中小工業が組 合名 で示 され る民需産業的性
格か ら戦時 に軍需産業 に転換 し...後 本来 の品 目に復帰 してい る 「議 」 であ
るこ とが 理解 され る。 作 業 場数 にお い て は
,終 戦 時 に比 較 して上 記 調 査 時点 に
お いて は農 機 具 舷 榔鉄 器 ・ 機 械 器具 以 外 は増 減 な しあ る い は減 少 して い る
。
僕 種 にお いて総 数 に して は・5,678か ら5 ,722へ と44の 微 増 とな って い る。
また,従 業員 総 数(農 機具,瑳 榔鉄器 ゴへ 紙製品
丁紙器 を除 く)は,終 戦 時 に比
較 して調 査 時点 は・約1万 人,9,4s7人 の減 とな って い る。雇 用 従業 員 にっ いて
の み見 れ ば・終 戦 時52 ・872人 か ら43,315人 に減 少 して お り,22.6%減 で あ る。
これ は,先 の 「旧近 畿軍 需 管 理部 所 管 第 一次 第 二 次府 下 発注 工場 」 の 「転 換調
査概 要 」にお け る終 戦時 労 務 者数110 ,366人 が,1月 時点 で23,059人 に減 少 し
た79.1%の 灘 に比 較 す れ ば・鋤 ・に小 さい とい う こ とが で き る.し か も,家
族従 業 員 は・ 同 じく終 戦 時4,113人 か ら,4,717人 へ と勒]さ え して い る。
敗 戦後 の4ヵ 月 の生産 能 力 に比較 して の生産 実 績 にお いて
,民 生 機 器 の それ
が もっ と も高 く・ 金 額 表示 で82 .5%,数 量 表示 で67 .5%な い し75%と な って
い る。次 いで・ 鋳 物 業 が そ れ ぞ れ・38・4%,38.4%と な って い る。 これ らの製
品 の 多 くは・ 販 売 方 法 と して直売 な い し卸売 とな って お り
,調 査時 点 で は当然
に下 請受 注 は少 な い。 これ につ いて,「 同概 要 」 は 「所 謂 闇値 デ売 リ捌 ヰ テイ ル
ノデハ儲 ラウカ・ マタ当初 ヨ リ闇硫 ス目的 ヲ以 テ魑 サ レタノデー ナイカ
偲 ワ レル・」 と して い る・ま た,ゴ ム も数 量 表示 で37 .7%で あ るが,其 の他 の
業 種 の上 記 指標 は,こ の調 査 の終 戦 後4ヵ 月 間 に限 るな らば
,10%以 下 で あ っ
て・なお 「轍 復 旧 ノ進展 ガ極 メ テ遅 々 タノレコ トヲ如 実 二反 映 シテ(fig}/V
.」 と見
倣 され て い る。資材 手 持 量 にっ いて も,「終 戦 当時 二於 テハ各 業 種 トモ多 少 ノ ス
トック ヲ保 有 シテヰ タモ ノ ＼様 デ アル ガ,ソ ノ後 ノ補 給 難 ノ タメ現 在 手 持量 ハ
極 メテ蝿 トナ ッテ甥.」 状態 である。
(354)
戦後復興期における中小企業の再編 〔1]31
さてJLと 購 に轍 復旧上 ノ麟 を手旨摘 した鞭 の数 を基準 に多 い順1こ挙
げれば ① 「労瀦 ノ蘇 轍 ビ勤労意欲 ノ低下 」・② 「主原材料 ノ入手難」・
③ 「副鮒 ノ獲得難 ④ 「燃料関係」・⑤ 「飴 難」・⑥ 「其 ノ他」 とな ってい
る。
中小ー の場合 ① 「労儲 ノ蘇 難及 ビ勤臆 欲 ノ低下」が駄 の陰路 に
ている ことが注 目され る。「同概要」 はな っ
「専ラrイ ンフレ』ニヨル物鵬 齢 高,生 活不安ニヨル碇 着喰 料輔 及 ビ住
欝 繕;藩 漸 翻 融 ノか麟 業必需物資ノ鰯
と強調 して い る。
ま た,⑤ 「飴 難 」 につ いて 詣 摘 した鞭 の数 が少 な いが・ それ は次 の よ
うな事情 に よ るので あ る。
「資鎌 糧 路 ヲ求 ムル鞭 ハ働 莞 業陸 過ギナ仇 今回ノ鰍 難 措猷 施
ニョル中小[業 ノ影響ハ極 メテ深亥1iナモノガアルノデアッテ・ 棚 査 二於 テモ緊舗
置実施以後二回答 ヲ得 タr於 テー,即 磯 械器具及 ビ莫大小 二於テハ齢 願 ヲ
轍 上 ノ最描 路 トナ シ組合 ノ証嚇1麟 ニヨッテ欝 鵡 ノ鰍 緩棚 ヲ強 ク要望
(33}
シテヰル。」
す なわち,資 金難 は金融機関がmそ の他 の債務 の支払 を原則 として停 止す
ることを求 め られた 「金融緊急措置令」(1946年2月)の 前後で一層深刻化 して
い ることが明白で ある.さ らに,「其 ノ他 」と して設 骸 更(民 犠 器」江 程
間 の小運輸不如意(莫 大小),復 旧修臥 の食灘(紙 製品)醐 ずられてい るが・
「同腰 」 は,ま た,「 権 サボ」 が大企業 のみな らず中小企業 に もあ ったこと
を指摘 してい る.「諜 者 ノ生薦 欲 ノ低調・資材払底製品獺 ヲ腿 シ資材温
存 ノ タメ生産手控へ 所言胃生産 サボ ヲナス向キモ少 クナクナイ様 デアル コ トハ
(34)
是 二寒心 二堪 エ ナ イ。」
③ 中小工業の転換(東 京都,名 古屋市)
中小 工業 の転 換 復 興 の状況1こつ いて は江 場 罹 災 が著 しか っ煉 京 都 にお
い て も鰯 で きる.鯨 都市 政 調 査 会 は,1947年6月2・ 日 よ り7月 末 に至 る
時 点 を調 査 時 期 とす る従 業 員1・・人 未 満 のユ蝪 をCa.ｺし ・ 対 象1000蝪 の内 ・
32商 経 論 叢 第30巻 第3号
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罹災程度別罹災1二場
罹 災 程 度
D.1
0.2
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棘 市政融 会 ・棘 醜 務糊 査課 〔1947〕p .44,表(28).(29)よ り作成
518工 場か ら回答 を得て 鳳 その総1こ お ける綴 と復 旧の状況を見
ると(表
一6)の とお りで あ る
・ 同調 査 は中ノJ・礫 の生 産 醐 につ いて次 の よ うに し、う
。
雁 災 暢247(強 制疎開3を 含 むの内)全 焼is7に してs7
.s%砧 め,5割 以 下の
被害54・5害1似一1二9割迄23で 強制疎開にあったものが3あ る
.従 って被害[場 平均 の
澱 率 は83.E%と な り・之醐 飢 場全体か 硯 れば全体 の48%の 腸 が39
.7%の
被 害を うけた 事になる・一 中 ・肛 業 噸 旧立 ち上 が りが早 いカ∫_完 全 復 旧45
(19・8%)粉 復旧123・5害1∫以上9割 未蔽 旧59で 穐 して被害一L場の48
.4%鞭 旧
していることを示 している・ 一 ・被割 場 の中で も灯 場が轍 直ち1こ生産醐
,生繭
擬 なし繊 生産 サボを続 けている時沖 小 僕 は直ちに操業を開胤 戦時中
抑制 されてい掴 民生活必渤 資の供給面 に篠 した
.か くの如 く中槻zの 復
眈 殖 りの早 い耽 そ中小 僕 の鞭 であるが
,そ の191生 産 を醐 せず1こは配
の生活 も礫 も立ち行かないという実態を見のが してはなら達3r～
.」
同様な事情は1946年 螺 を調査 した名古屋商工蟻 所の 「名古屋市帥 心
とす る中小工業 の復興状況」 にお いて も確認で きる
.こ れ は中小撲 の主要業
種 で調査表 を回収 しえた32鞭 を船 を通 じて調査 ・分析 を行
って いる(表
7)・ 地域 と して は名古屋 市を中心 と して いるが..知 県下一一円の区域 に及 んで







そ の 中 で 中小 工 業 の立 ち 直 りにつ い て興 味深 い こ とは・ 戦 時下 の1937年 ・
1941年 と戦 後 の1946年 とを比較 した と きの次 の よ うな点 で あ る。
「経瀦 数 は少 なくな ってゐるが労 働プJ,鰍 設備などの点において潤 々の内容
は肥大 しており沖 小 礫 全体 としての韓 能力 はむ しろ高 くな って㌔'るといわねば
な ら調!.」
以上 の大 阪府凍 京都,名 握 市 の讃 料か ら次 の諸点 を湘 しておかな く
て はな らない.第1に 戦時の購 下請生産 に中小企業が動員 されてい ったので
あ灘 敗轍 そのような備 制1こおける大牒 と中小牒 との企業間関係は
戦災 によ って物理的 に も,嬬 生産の鰍 と 「生産 サボ ター ジュ」 によって経
済的 に も瀕 ち切 られたとい うことである・ また1戦 直後の中小牒 の民需
部門 へ の復帰 ・轍 も大企業 との関係 力a断絶 した状態 で果た されたのであ っ
た.第2は 中小蝶 の....開 の先そ了的状況 は下請生産 と してで はな く闇経済
を含 む 自牲 産 臆 味 してい る.そ れは識 時下}こおけ る輔 統制 と牒 繍
によ る中小工業の転麟 岬 需転換 の矛盾 の結果で もあるとい うことであ る・
すなわち,民 需部門 の中小 ・零細僕 が整備 の対象 と して犠牲 にな りなが ら・
終戦時 において もな繊 力化 されなカ・ったそれ らの臥 な数 の存在 があ ったの
で認 皮肉にもそれらが戦後いち早 く生醐 始 したと推測されるからであ
る.第3に 中小 工業 の復興 も上記 の よ うに決 して容易 で はなか った ことで あ
る.つ ま り,こ の時期 に紺 した中ノ」・・二業が後年 の繍 変動 繍 政策 の下で
多 くが経済騰 に直面 した とき,も っぱ らそれ らの縮 の袷 理性が指摘 され
て きたが,上 記 した当時 の経営 の環 麟 条f牛の騰 のなかで舵 を果 た して き
た経営体質 の脆弱性 が指摘 され るべ きで あろ う。
④ 転換の隙路の特異性
なお餓 後蝶 の轍 の隆路に薩 して言主1目すべき諸点をつけ鵬 ておきた
い.第1に 汰 阪 な どの都 市部の車云換 の繍 と して 「労務者 ノ確保難」 が指摘
されて いたが,そ れ に関 して当時商工省によ って労働者 の帰農政策 が採 られて
いた こと も臆 され る必要 があ る.こ れは濃 業 に帰 るので はな く濃 村}こ帰
ることを意味 している.す なわち,1946年1月 に商工省整理部 を中央指導機構
34 商 経 論 叢 第30巻 第3号









































































































対1941年 比(%) 同左1947年 見込 み比





133 119 143sa心 一{一 一_一 閥
5 64103 100 104
96 IDOI100 100 goo
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〔b}従 業 員数 の増減
」
1946年 末 実数 対1937年 比(%) 対1941年 比(%) 1947年 見込 み比
総 数 総 数 総 数
　
総 数
機械機具* 5&57 363 250 ios
繊維 機械 3Q27 54 ユ60 X28
陶 磁 器 5649 36 53


















一 497 14 1$ 105
撚 糸 922 16 t8 260
麻 綱 類 2592 101 110 9a
包装用水函 620 61 46 123
木 製 品 992 49fi 397 136
竹 製 品 350 87 97
一
171
食 酢 Za7 45 42 1Qp
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0349)
(e}各 融 畷 備の職(3隙 轍 台数 原動鵬 力数
















































注)*印 は尾 颯 丹 羽 ,葉 栗各機 械器 臭i:業 組合 の み
資料)名 古屋 商1二会 議所 〔1947〕 よ り作成
。
として 「膿 実施翻 が作成さ姻 日軍需僕 関係者
ノ農業等ヘノ転業指
導」 が行 われ た。
[暉 需僕 並工之灘 セル前 公共団体ヨリノ失儲 或
一今後整理セラル、」キ
官民余剰損 二就テーソノ中ノ適儲 ヲ選抜シ欄 墾地緊急蹴 鮒
ノ癩 或一製蝶
水産力・騰 醜 業等ノ癩 ノタメ転用喰 糧及:1:原 料
ノ腱 二寄与スル ト
共二併セテ失業対策(外 地引揚民及戦災者救済簸 ヲ含ム)物 価対策
二資セン鋤
また・当暁 農村工業の癩 醐 力橦 業再建の環 とし
て国虹 業の名の
下に行われていた・儂 工協力中央会」の 「甑 工羅 腰 綱」
は,「国民工業
ハ農工一体 ノ形 態二触 経営 セ ラル
ノレ農村(山 漁村ヲ含ム)所 在 ノ中小規模 ノエ
業タルコ ト」としている・労働力嗣 の中で沖 小ー の 「労瀦 確 縣
」が把握
さ嫉 労働 欄 の表醐 聯 こもとつく労働 移轍 策がと
られて
いたと理解される。
第2にy換 の繍 と しての石炭陥 につ し・ては
,当 時 の酊 省 およびその










































「昭和12年 前 は年 産35・ ・万 トンが正 常 の轄 高 で あ ったの が・ そ の後 特 に昭和14
鞭 以 關 際 脇 の緊迫化 に ともなひ土曽産 が醸 され た・そ して昭和18年 度 まで は生
産 は上昇 を辿 って年 産55・ ・ノJトンを示 したが・ 昭和19{渡 にお いて急 か ブの ド降
とな り5。。。万 トン割 れ にな った.こ の傾 向 は… …昭不U2・イ丁渡 には行 って い よいよ急
激姓 醐 退を見て ゐる.… …鱒 こ次 ぐ鰍 で1・ 月のこ吉評 過去数年 の月産450
万 トンに比べると実 に九分 の一 といふ惨rる 出炭高 となった・」
この よ うな石 炭 纏 高 の灘 はなぜ で あ ろ うか・ 減産 の原 因 と して① 「労務
構 成 の変 態 性 」② 哺 修 鮒 の供給 促 」③ 「濫掘 の轄 」 を指 摘 して い る・
で は,① 「労 務構 成 の変 態性 」 とは ど うい うこ とか。(表 一8)に あ るよ うに,
「戦時中における炭坑労鵬 成 の変遷を通 じて:・ 近において は炭坑労務 は魚羊鰍
(ママ,以 ド同様一筆者)の 負ふ ところ頗 る大であった・その鮮鰍 が繊 と購 こ炭
坑治安を撹乱 し搬 内地青壮勒 務者騨 できぬ事態となつたのである・ かくて全
国各炭坑は一時全 く閉息の状態を現出した。」
その うえ,敗 戦 とともに徴 用 働 員されていた工場轍 勤労者渤 報隊艇
(4ア　
身 隊 が退 山 した。
ま た,② 哺 修 資材 の供給 不 足 」 と は掘憩 こ必 要 な資 材 と くに鋼材 の不 足 で
あ った。
「炭坑 は採炭す ると同時 に,こ れと平行 して他方 において掘進すること樋 要で・こ
の両々撒 って炭坑の生命 は維持 され平均醗 産 を維持す ることが出来 る・ しか る}こ
掘進 腰 する所酬 の供給 な くして採炭のみに努めるとTそ の弊害 はいずれのBlこ か
瀦 に現 われて くる.髄 における生産腿 はその糊 である・昭和咽4破 以降 炭
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漸)商ll記 絵 編 〔1946)・P・8,第1・表より幟 ,た だし源 酬1樋 産欄 べ
坑 における
cas)見 ると一六4君までの一 姐 一万 トン以・二が一 七年殿 降i'
の傾向を辿 っている。」(・)
さ らに,③ 「濫掘 の弊 害」 は次 の よ うな事 態 で あ る
。
「政府 は常 に・では将来性を考えて掘進 にも努力せよとは唱へたがr実 際上の ・」k割
当1擦 は炭坑にとってはある程度堀 進を犠牲に して も採炭 に全力雄 力iねばな ら
ぬ
態 のもので・ 濫掘の搬 はさる朋 一[1か ら九彫 ○ 日までの 瑚 間
,実 施 綻 の
縮 採掘であった・ 政府の施策 は燃 と掘鰍 を搬 に転肌 て課 炭に勤 を温
せよと鋼 炭坑に指令 した・ 然 しこの断末魔的な採炭 は八月一五 日繊 とともに鱒
態 に儲 したのである・ 由勅 姻 の子i炭生醐 は蟷 の状態において1ま
、三千瑚 万
トンか ら四紡 トンで劫 ・ その余 の供給量は轍 に仰 いでいたのであるが
,戦 争中
はこれを六 秘 トン採掘 を標榜 し数年間 はむ りにむり鍾 ねて五 伍 動
トンを上下
す るの成構 収めて きたのであるが・ その醜 の弊が昭稚 九年か ら騨 になったも
のといえよう。」
戦後 政 府 は,応 急 対 策 と して炭 坑就 労 者 の充足 に努 め た
。
「炭坑に灘 る労酬 策唖 点が購 人の急速送還による治安の確保と
,そ の齪 の
二点 にあった・」 「しか し騰 人送還後1こおける充足は実 に容易ならざる隔
である。
現在襯 に粥 腰 する炭坑労瀦 は述 万人 と縦 されているがその急速充足 は困
難であ る・明 ℃ 日鵯 かな り応募者力嚇 ものの離山す るものと差 し引き し
て,
いまだ純増はない模様である。」
以 上の石炭鉱業 における状況 と対応 の困難 につ いての当局 の認識 は
,ま もな




と ころで政 府 は敗 轍 の纏 の崩 壊 とそ の回復1こっ いて次 の よ うに考 え て
いた0
「生産を増加す るため灌 業界の 舳 な繍 舌動をおこさせ る・そのためにはなるべ
く統制を撤廃 して泊 由放任繍 に復帰 させ る・(52)膨 張によるイ ンフレーションの
懸念 は生産 さえ順調にすすめばそ う恐れるにた らない。」
その た めs戦 時 中 の統 制 砿 は相次 し・で 廃iヒさ批 ・輸 出入 品等 麟 措 置 法・
国 家 糊 員法,,.�時 緊 急措 置法 な ど は1945年 の暮 に は鰍 され・それ らに基 づ
く統制 齢 はな お6力 賄 効 とされ たカミ訟 的轍 を失 って い た・ この よ うな
状 況 の 下で次 の よ うな 「物 資 と資 金 」 の放 出 が行 わ れて いた。
「第 一に鵬 輔 費の放出があげ られる。すなわち轄 契約の生産による政府未払金
の放出である.こ れによって軍譜 業特に1暉 需会社 はとにか く欝 を誰 するので
ある.第 に戦時補1賞が大内搬 のr蛮 勇をふ るって打 ちきるべ し』という・セ張(20年
1。∫117F」)に かかわ らず,存 続 され ることにな った・第 徽 麟 イ賞及騨 交際利子
翻 ちきられないことによってt地{立が保証された金」.II;;関による飴 の増力ロである・
期 に軍需品放齢 令によって軍鮪 の原材料,蠕 品が鋤 こ払咳1拳 られ・ さら
に隠匿物資緊急措置令(21年2月)に よ りその酬 をはかることとな った・」
しか しYこ れ らの韻 は,イ ンフ レー シ ョン雄 行 させ て い った・ 先 の 「金
融 緊急 措 置令 」等 に よ る政 策 もさ した る効 果 を あ げ る ことがで きなか った・ そ
の結 果,生 産 は イ ン フ レー シ ョンの進行 によ って成 長 を妨 げ られて い った・
rr金 と物』 を利肌 て粧 す るよりも,そ れを隠匿 して鰍 が りをまっ妨 力牒
にとってはよ り郁1で あったし,生 産面よりUI4通 面で活動す る方が利潤力∫大 きいと
いえた.こ のように轍 一時麟 界1ま轄 よりも投機 生産よりも腿 蔵 とい う醐
が支配 し旧 本繍 再建 コースをゆカ`め,生 艇 してますます舗 させるに至 ったの
で あ る.と くに これ らのr金 と物 』の放 出1こほとん どあ りつ け織 つた中小 企業 都 お
いて この傾向が著 しく,闇 行為が一種の正 当防衛 とも考え られた。」
この時期 牲 財 の生 産 は停 滞 し消 費 財 の生 産 が伸 び て お り・ これ は 「戦
後繍 の特異なそして危険な型を示す翻 」と謙 されたが・この消酬 の生
産 が,「金 と物」とにあ りつ けず 「ス トック食 いつぶ し的榊 小牒 の活蹴 負
(56)
う と こ ろ が 多 い … … 。」 と指 摘 さ れ た。
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第2節 「傾斜 生 産 方 式」 と戦 後初 期 中小企 業 問 題 の登 場
(1)「 傾斜生産方式」の開始
戦時 統 制経 済 の敗 戦後 の崩壊 の 中 で事実 上 の 「自由経済 」 の展 開 は
,上 述 の
過 程 を辿 ったが・ ま もな くそ の 「自由経 済」 の終 焉 と再 度 の 「統 制r_」 醐
が はか られ て い った・1946を 手三春 よ り,従 来 の価格 等 統 制 令 にかわ って物 価統 制
令(3月3日)・ 物 価 庁 の発足(8月12[ヨ) ,貿 易 等 臨時 鞭 令 の公 布(6月2川) ,
戦 時保 証打 切 り(8月1・FD ・蝶 再 纏 備 法 等 の漣 の繍 統 制 法 の施 行(1。
月'911)・ 顛 鍵 公庫 の発足(1・ 月8日) ,繍 安 定 本 部 の発 足(8月1211) ,
物 価 統 制 令 にか わ る臨 時物 蠕 糊 整 法 の公 布(瑚)が 幽 られ
,翌47年 配
炭 公 団 は じめ配給 中畷 関 と して の公団(4月)が 糊 した
.こ う して,「21イ 手こ
後半より22年 初頭にかけて統制繍 の復位の翻 は鞘 された
.そ れは後年
批判 されたよ うに 「資鍾 は復鋤 資によ り,資 材 面 は繍 安定本部の需給言f
画 によ り 『傾斜生産方式」 とい う生産旗 の軌道 雄 む ことにな
ったが,こ の
経済体制 は日本の鷹 の足 に乗 ってし・た.rっ ま り一方 は米国 の援助一 加 ま国
内 補給 金 に乗 って い るの で あ る.』(ド ッ松 徒18)」
こ う した過 程 で 登場 した 「傾 斜 生産 方 式」 は次 の よ うな内 容 と意 義 を付 与 さ
れ て いた。 す な わ ち,
「繍 復興の要諦 は辮 蝶(石 炭餓 鋼,電 力,肥 料喰 料など)の 生麟 士曽加せ
しめ ることか ら始 まるとい現 解 に基づき,資 金 鮒 及あ らゆるサづ イスをこの
,,産業に惜 しみな く'チえ るという方式である
.金 融 については22年3月1除 蘇
鰍 資準則 の告示 によ り欝 及 びr榊 銀行の飴 はこれ らの蝶 に重点 的に散布 さ
れ演 材 についていえば繍 安定本部の蝶 別割当はこれ らの産糊`門 に
一./〉¥が拗 、
れ,ま た輸送の面において優遇 されるなど,こ れらの騰 蝶 の復興をてことしてi{
本繍 の腱 がはか られることとなぱ契 。」
この結 黒 騰 産 業 嘱 さな い諸産..,と く1こ中 小蝶 はr傾 斜 生 産 方式 」
によ る政 策 支援 か ら排 除 され た。 す なわ ち,
「飴 酬 及 酪 働 働1よ りオフリミッ トを食 った形 となるのである.従 って多
くの中小礫 は飴 慾 の人手にぢ王糺 ここに轍 はじめての中小企糊 題がク
ロー ズ ア ップ され るに 至 る。」
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「原材料燃 料 などの資材 はほとん ど重点産業 に集中 し襯 があ り・その他の麟 部
門に割 り当て られる鮒 の絶対量 は少 なく,し か も酬 の割当基嘲 ま設雌 準 は設備
能力中心 にきめ られていたたあ}こ,中 小牒 の多 くは磯 ルー トより資材を入手 し得
ず,ヤ ミ市場に依存せ ざるを得 なかった.従 って中小鎌 の製品 コス潮 匡常に割高
C61)
となる傾向を示 していたのであ る。」
と こ ろで,こ の時 期 資金 融 資 の 中心 とな って い た復 興 金 融 公庫 は以 下 の よ う
な設 立の経 過 と,目 的 を持 って い た。
「昭和2。 年6月 政府緬 において,轍 の[体 経済を促進 させるために必要な欝
を急求 して,国 民生活 の安定 に資するとし・う鰍 な目的で・:一・9s金融公庫の設立の必
要を認め られた.す なわち終轍 における搬 金融機関は戦時中の蠕 融資そのイ也で
大きい打撃を うけたので,戦 後の経済復興 とい う特殊の 目的の金融を円滑 にす るため
には,.c.的 に もまた採算的にも自ら制約があ り万全を期 しえない・ やはりこの特殊
な任務を遂行するために,新 たに金融機関を設 、け る腰 がある・斯様臆 味から復
難 齢 動 誕 を計 画するよう1こな った。 すなわち復興金融金庫法第 條 に 『顧
金融公庫 は,繍 の復興を促進す る肋 必要な飴 で・他 の金融機関などか ら供給を
うけることが困難 な ものを供給することを目的 とす る』と設立の趣旨を規定 している。
金庫の正式発足前の措置として,そ の融資事務を興業銀行内に復興金融部を設置 して}
その事務を特別融資の形式を以て・21年 の8月1Elか ら轡 金動 業務を代行 して来
た。金庫が正式 に業務 を開始 したのは22年1月25日 である。」
「復興金融金庫の融資方針 にっ いて は,国 家資金を如何 に有効 に日本経済 の復興のた
めに供給す るかということが眼 目であるので,国 家の復興計画 と非常 に密接な関係が
ある。それで先ず大 きい原則 としては,重 要な産業,緊 急に融資 しなければな らぬ もの
か ら優先的に取 り上げて行 くのが原則である。 具体的に言えば経済安定本部で作成す
る産業資金計画に基づ き一定 の序列を作 り,こ れ らに見合わせて資金の運用を図 って
ゆく.先 ず第一に顯 甦 業 これは具体的にはイ驚 か鵬 肥料であ り・第 二には
それを除 く重要産業,そ の他の ものとい う順序である。」
この よ うな復 興 金 融金 庫 に よ る資金 の供給 もそ の 目的 か ら して,中 小 企業 は
除外 されてし喫.こ の復興金融金庫 の中小事業部 の前身であ り餓 前か ら刺 ・
工業金融 を行 って きた興業銀行 に対 する轍 の中小礫 金融につ いての金融制
度調査特別委員会(1947年5月2日)に おける以下 の質疑応答 も,中 小工業金 融
への消極性 が示 されてい る。
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「問 今後 の中小 工業 金融 にっ いて何 かお考 えが あ りますか
。復 興,再 建 とい うよ う
な建設 の方 面か ら中小r _.業に大 体 ど うい う面 をお 考え ですか。
答 現在 の中小 工業者 の地 位 は非 常 に不安定 で あ ります
。 これは政 府 の施策 が は っ
きり決 ま って いな い とい うため もあ る し,そ れ か ら経 済界が非 常 に不安定 であ る とか,
あ るい は貿 易の問題 のみ解 決 とか・ いろ いろな面か ら中小 .僕 者 はフ瞠 に不 安定 な地
位 にあ る。こ うい う場 合 に は,そ の金 融 を積極 的 にや ろ うと して も
,方 向が は っき り し
ない こ とが 一番の難点 にな るわ けです
。 そ の意 味か らい って,現 在我 々の方 でや って
いる中小 僕 金融 も 率直 に し・うと,あ るひ とっ の方向 を もって その加 」へ向 か って
い くとい うことが 出来 が た いのであ ります
。 や は り事業金 融の一 部門 と して 中小1二業
金融 と して は,あ る程度 いろい ろな変 動 に対 して抵 抗 力 もあ り独 自性 が あ る とい
った
よ うな特殊性 を もってい る事業 者が金 融 を受 け るとい う形 にな
って いる。 この点 中小
禰 に対す る方向 が+!_さ れ ない と・ われ われ と して もなか なかや りに くし、と ころが
ある。」
ま た,政 府 の補 給 金 政 策 によ る中小 企 業 に対 す る寄与 もきわめ て限 定 され た
もの で あ った。
「重要な基礎資材の消費者価格 を安 く押さえて,第 一二次,第 炊 製品部門の生産 を刺
激 し,且 っ基礎資材生産部門が採算が とれるよ うに……仕組 まれたのであ った。 従 っ
て補給金は直接 には重要蝶 を潤す とともに,こ れに従属ない し寄生 してし・る中小企
業を聞接に潤す効果があった。 しか し一般の中小企業は重要産業に属す る大企業より
も石炭 を高 く買 わ なければ な らなか った し,(昭 和23年7月 の物価補正 で炭価 は
3,344円 と決 められたが,特 定産業 には1 ,000円 で提供 された)大 企業のパ ン屑 にあ り
つ く搬 を もたない多 くの中小企業は全 く補給金 より恩恵綬 けなか
ったとい話6親
さ らに,物 価 政 策 に お いて も,中 小 企 業 の不 利 性 は明 らか で あ った
。
「物価体系 の基礎である重要原材料の価格が大幅 に改訂の度 に引 き上げ られ るに反
して,中 小企業 の生産物である第 二次,第 三次製品の価格 は民生安定の考慮よ り低 く
押 さえ られた ことがあげられる。 この第二次,第 一三次製品の過程で大幅値上げを吸収
させ るという物価政策 は必然的に中小企業の経営を苫 しくす るし
,ま た合理化を要請
するに至るのであ る。
このよ うな事情 は もともと経 済的基礎 の薄弱な中小企業の 立場を窮地 に追 い込 ん
だ。 とくにヤ ミ資材の ス トックが漸次 に枯渇 して きた後期 においてその窮迫化は著 し
くなった・か くて中小n問 題 は大 きくQ一 ズア ップされ るので(67)
.」
こ う して,「 傾 斜 生産 方 式 」の実 施 に よ って
,ま ず 「金 融 難」,「資材 難」,「物
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価政策問題」 として戦後初期中小企業問題 が醸成 されて いった。
② 「傾斜生産方式」下の中小工業
このよ うな 「傾斜生産方式」下 の中小企業 の状況 は,具 体的 に確認 で きる。
大阪商工会議所 は関西 中小僕 臓 会個 人会員(4・ ・名)を 対象 に1948年3∫ 弓
末時点 で生産実翻 翫 実施 した.1・3韻 の回答 を得て・これを機械僕49・
金属 工 業30,そ の他 工 業23に 分 割 され て調 査 項 目が集 計 され て い る(・表一10)。
この調 査 は以下 の注 目 され る点 を指 摘 して い る。
第1に,こ の時 点 で も中 小企 業 はな お資 材 のr闇 買 い」 に依存 して いた。
「正規配給による場合よりは闇跡 ・によって生産を継続 してい ることが女・実に現わ
れているが,各 業種を通 じて規模 が大な るL場 程闇買いによる割合が少な くな ってゐ
る.尚 特 にその他の工業で槻 配給を多分1需 けてゐることが 融 つてゐるが・ これ
は統制品を多分 に取 り扱 ってゐるか らであ らう。」
第2に,こ の 時期 の 中心 問題 は金 融 問題 で あ った。
「現下 中小1業 の最 も大 きな問題 は資材 と並んで資金の問題である。勿論現在の資金
難は一人中小T業 のみの現象で はない。 それは大n業,中 小C業 を通 じての隙路であ
る.し か し,な かんつ く中小1湘 こおいては極めて深刻な課題 となってゐるのは・もと
もと中小 礫 者 の手讃 金 は乏 しく,ilつ 中小1業 自体が融資の対象 としての擁 性
において欠 けているのであ って,そ れがため現rの 中小1二業の金融難 は極めて深刻な
課題であると同時に,ま た働 て不健全なもの となっていることを看過す ることが出
来 姦7ε1.」
「中小工業 における金融 は従来か ら個人,親 工場,問 屋 などの商業資本に依存 しs個
人的色彩 が多か ったのであるが,最 近丁†沖 鋤 その他金融機関の欝 難 と融資規制強
化 とともに一 層 この傾向が強 まり,深 刻なイ ンフ レ欄 金融 に依存 す る度合い も高
望ll」
第3に,復 興 金 融 金庫 が 中小 工業 金融 に全 く役 立 って い な い ことが明 らか で
あ った。
「借入金総額388・ 万円の う肺 中鋤fそ の他金融機関か らの借入金客頁は約2300万
Flで全体の6割 弱一59%で あるカ3中 小1業 金融に相当の役害:1+待 されている復興
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第4に,な お も闇 金 融依 存 が顕 著 で あ った。
「e規 模の大なるもの程浦 中銀行その他の近代金融機関に依存す破 合
いは大で
ある・10人 繍 の企業で銀行緬 か ら借入を行 っているもの は全!<,;'無 で,5。 人未満
の階級では全体の44%に 対 し・1・・人以上においては矢張 り過 半一全体の83%は 鋤
機関か らの融資である。
ω10人 繍 の蝶 繊 行緬 か らの融資は勿論 組合金融 も皆無であ
って一 昔入
金の全部 は知己豫 故i人 鍬 業都 よびそのf也よりのそれであ
って,専 ら闇鋤 こ
依存 していると見て も大過ないであ らう。
ω30人 未満の階級において も市中銀行などの金騰 関か らの融資齢 体の半ばに
達 していない(44%)・ 専ら知己縁故融資によ っているためであって,儲(45 .4%)
は前者 より借入金大である。
(四)100人 以上 において・矢張 りその大 部分一83 .2%迄 榊 鋤fな どの金-.II4:1'関よ
りの借入であるが・なお全囎r害1団 ・7%1よrそ の他』澗 屋乃至は齢 融によって
いることに注意すべ きであ らう。」
第5に,借 入金 の使 途 と して,原 材料 の購 入 が最 も多 いが
,賃 金 支払,税 金
その他 支 払 が 目 立 って い た。
「機搬 備乃至 馳 建物等の固定飴 ,建 設資金に使用 されたものは窮めて少 な く,
概ね全体の七割乃至八割 は原材料嘱 入資金に使途 しているが
,な お_賃 金や齢
などに借入金の こ割以上を励 向けているのであって
,い わゆる赤徽 資の,7め る割
合 が極 めて大 で あ るこ とを ここに強調 して おかねば な ら看7ご!
.」
第6に,下 請 生産 に携 わ る中小企 業 は少 数 で あ った
。
当時においてはまだ・1・・%ド 縦 産 に獅 る企業 は13%程 度に過 ぎなカ、
った.ま
た・ ド請生産を全 くしていない企業が55%に 上 っていた
。 なお,そ の ド請生産1こして
襯 会社の製作過程中の加 眺 産を一部委託加1 .せしめる儲 であ り(75)」
こ こで は・ 組 立部 品 製 作 な どの い わ ゆ る有 機 的 下 請 な どは指 摘 され て い な
い。 ま た,統 制 品生 産 は,小 規模 企 業 で は少 な か った。
る黛 襯 鷺 糞諮 攣1脚 り扱うもの少くzo・人以上蜴 にな
下請生産が まだ少 なか った ことか ら,販 売方法 にお いて も,親 会社や百鯉{
への納入 は少 な く,直 売や卸売が多か った。 この時期終戦後 の 「繁栄 期」か ら
次第 に経営困難 が増加 して きていたか ら,中 小工業 は,独 立性を維持 するなか
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で経営不安が増加 して きていた ということがで きる。
なお,「 その他撲 」で 「船 」の割合力弍高 くな っている・そ うな るのは 「統
制品の生産蝪 が多 い この.._が 統制 品の組合納入の形態で協 同組合へ出荷 さ
(77)
れ るか らで あろ う。」
第7に 江 場規 模 が 大 き くな るにつ れ て源 糟 の 占め る割 合 は小 さ くな っ
て い る0
「規模の増大す るにっれ現材櫃 の、lfめる割合が少 な くなるのは生澱 備の1st.化
と蝿 の原材料で多額 の轄 を為 し得 るのに対 し小 暢 は原材料の業貴耗の多い ことと
資本貧弱か ら原材禰 墳 が割高となるか らであ らう・ しか し5妹 満の零細 場 に
な ると鞭 が労儲 である関係上かえって原材*斗の・スが減少す るということが翫
ら課.」
第8に 注 醐 路 として 「石炭燃料不足」1まなお続 いているが・以前 ほどで
はな く,「 従業貯 齢 欲腿 能率低下」 は騨 て少 な くな ってい る・ この時
期 最大 の脳 とな った ことは敗戦 直後 の状況 とは黙 り 「電力制限動力不足」
で ある.も ちろん,「 資金困期 資材関係の不足 ・根 が あ り・ また 「人件費
の高騰」が継続 していた。
以上のよ うに,傾 斜生産方式 の実施 が進展 してゆ く過程で中小蝶 が電プJ不
足 に苦 しみなが ら,統 制 による資材 の不 足 ・根 とイ ンフ レー ションによる人
件費 の高騰 の挟撃 の中で資金 騰 に出会 って い ること醐 白であ る・ こう し
て沖 小..の 企業体質 は設徹 どの資本蓄積への余力を決定的 磯 失 して き
た.こ うして,敗 戦直後の中小牒 の 「繁栄 」 は終了 し沖 小企業問題力a...
再現を見 たのであ った.そ れは とりもなおさず・迫 り来て いた ドッジ ●ライ ン
によ る中小企業の 「整理 」の基礎条件 は既 に用意 されていたとい うことで ある。
第3節 ドッジ ・ラ イ ンと中小 企 業 の危 機
(1)ド ッジ 　ライン
戦後 の米 ソ対 立 ・東西 冷 戦 の激 化,中 国 内戦 で の国 民党 軍 の後退,イ ン ドシ
ナ戦 争 の激 化 な どの国 際情 勢 の変 化 を背 景 に・ 日本繍 に対 して そ の脆 弱性 の
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上 で の慢 性 的 な イ ン フ レ体 質 を打 破 す る米 国 か らの要 請
,励 が 強化 され て し、
た・ それ は・繍 隙 則(1948年7月2・E1)
,f三 原 則(同11月7日)を 経 て,
経 済 九原 則(12月17日)と な って命 令 され た
.1949年2∫11日 に来 日 した デ ト
ロイ ト銀 行頭 取 ジ ョセ ブ ・ド
ッ ジは綱 令剖`の繍 醐 と して 「公使 」 の資
格 で・ 経 済 九 原則 を実 施 に移 す こ とに な った
。
繍 九原 則 は・ 固定 騨 一 膳 レー ト設定 を 前提 に次 ぎの 噸 目か らな
って
い る・ す な わ ち・ ① 税 制 の鮭 化
・ ② 徴 税 の強化,③ 鋪 の重 点 化,④ 賃 金 の
安 定 ・⑤ 価 格 の統 制,○ 輸 出 の振興 ⑦ 資材 割 当の と くに轍 用 酬 の割 当
の
適i砒 ⑧国腓 産の増加・⑨食捌t出 の増加である撮 れらは
,「復興より安
定へ の重点移行」とされて いた・「繍 九原則が齢 された とき
,蝶 界 は幾分
困惑 の態 であ った・す なわ ち産業界ののぞむ繍 安憲 まな しくず しのそれであ
り・急速 媛 定 への移行で はなか ったカ・らであ る
.従 って一 、九原則}こ対 す る
産業 界→般 の空気 は最 初 は耕 の気 味悪 さも手{云っての無関心で あ り,い よし、
よ実施の時期 に入 った24年 の春 には窮騨 」
,苦 原則 とい う悲鳴であ っ鶏
この ドッジによ る 「経 済 九 原 則」 の実 施 す なわ ち ド
ッジ ・ライ ンはまず復
興 鋤 鑛 へ の貸 出機 能 停 止を 前提 に公 共 事 業費 ・失 業 対 策費 の大 幅削 減 と課
税 の 強化 を 含 む1949鞭 超 均 鮒 政 の実 施 とな って表 出 し
,金 詰 り現 象 を深
刻 化 させ・ やが て滞 貨 のiy'と な って し、った
.ま た,従 来 の産 業別.商 品 別 の
複数 為 替 レー トか ら1ド ル36・ 円 騨 一 鰭 レー トへ の変 更 は1949年4月25
日よ り実 施 され た・ 時 期 同 じ く して商 工省 は貿 易 庁 を吸収 す る とと もに
,貿
易 鍾 視 ●轍 の増 加 の政 策 を 明蹴 し,5月25晒 商産 業省 と し噺 た に発
足 し..後 のlrnr政 策 の担 い手 とな った。 しカaこ の よ うな固定 騨_為 替
レー トの設 定 は 中小 企 業 に打撃 を与 え る内容 を持
って いた。 旧 レー トにつ いて
いえ ば 「大 企業 の商 品,ま た は補給 金 の交 付 を受 け て い る産 業 の商 品 の レー ト
は円高 で あ り(尤 も造船 は例外)沖 ノ」・企 業 の商 品 は
,円 安 で あ る(尤 儂 纏 物 は
例外)・ 従 って360円 とい う レー トの決 定 は大 企業 な ら有利 沖 小 企6こ 不利 と
な る。 中小 企 業 にあ って は余程 の企 業 合理 化 に よ って コス トを切 り下 げな けれ
ば諭 出採 算 が とれ な くな る・ しか も輸入 レー トは2・ ・円以 下 で あ った のが約
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二倍近 くに はね上が ったために・轍 原材料 に依存 し・ しか も輸噸 給金 の交
付 の な い産 業(た とえば皮革,近 くゴムもそ うなる)は 著 しい苦 況 にたっ 」 ことに
な った.中 小企 業 に と って は,固 麟 」単一鰭 レー トの設 定 は轍 最 初 の 「円
高 シ ョ ック」 で あ った。
こ う して ドッジ ・ライ ンの時 期 にお いて 中小 企 業 は戦 後 それ まで の存 立 条件
の一 変 に直面 した。
② 「ドッジ不況」と中小工業
中小 企業 庁 振 興 部 公報 課 は1949年11月30日 現在 の 「景況 」 と,同 年6月 か
ら11月 に いた る6ケ 月間 の 「借 入 申込 の状 況 」 とに関 す る調 査 す なわ ち 「中
小.,金 献 舗 饗」 を実施 した.そ れ 。ま深 刻 化 す る金融 難 中心 とす る
「ドッシ不況 」 の状況 を伝 え て い る。 また,そ れ は前年 の1948年12月31日 現
在 で実施 した 「金融難 と税節 の実施 に関す る瀦 」 にっつ くものであ つて・
「実施 に先立 って各方面 の意見 を伺 って調査 方法 に改善 を加 え,調 査の完全 を
期 じ喫.」 とされて いる.蝶 は家族従業員 を含 む常時従業員2・・人未満の牒
6,。。。,商 業 は同 じ く2・ 妹 満3,… を対象 と して お り・ 前者 は規孝莫別 ・ 業 種
別,後 者 は規 模 別,業 態別 の分 析 を帖 と して い る・調 敵f象 地 域 は東京 ・ 横
浜,名 占屋,京 都,大 阪,お よび神 戸 の 六大 都 市で あ る。L:・ 商業 の二 大領
域 を含 む本 格 的 な全 国 規模 の調 査 と して は戦 後 最 初 の調 査 で あ る と思 わ れ る。
工 業 の調 査 につ いて は調 査 表 の酬 寸数 が各 都 市1・000で 合 計 がsoOOの う
ち,回 収 数4,963,回 収 率82.7%で あ った。 本 調 査 は全 国 構成 のL業 統 計 に比
較 す れ ば,規 模 別 にお いて 中ノ」＼」業 の な かで ヨ 槻 模 の大 きい層}こ偏 り・業 種
別 に は金 属機 械 工 業 や 印刷 ・出版 な どの都市 型 工 業 に比 重 が大 き くな って い る
俵 一ll)。受 発注 関係 も業 種 に よ って多 少 相違 が あ るが,総 じて受 発 注 関係 に あ
る もの は なお少 数 で あ り,そ の関係 も後年 の下 請 関係 な ど に見 られ るよ うな関
係 で はな く希 薄 な 関係 で あ る。 な お,開 業 時 期 を見 る と・ 既 に指 摘 した よ うに
終 戦 後 に開業 した ものが …一多 くf42.5%を 占あ て お り,石 油 石炭 製 品製 造 業,
機 械 工業 以 外 は いず れ の業 種 に お いて も終 戦後 に開 業 した ものが最 多数 を 占 め
て い る。
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さて,こ の調 査 が示 す販売 状 況(・表一12(a>～{e))など は1949年6月 か ら11月 ま
で の6ヵ 月間 につ いて の状 況 で あ る。 当該 期 間 の初 め に お いて す で に 「ドッジ
不 況 」 が 進 展 して きて お り,そ の終 わ り1こお い て も不 況 が 継 続 して い た の で
あ って,当 該 期間 で の販 売 状 況 な どの変化 が 「ドッ ジ不 況 」 全 期間 の それ らの
　 　 の 　 　 　 　 　 　 の
　 ゆ 　
琴i隼を示 す も?で 亭な、・ということを注意 しなければな らない。
1949年6月 か ら11月 の 間 ,中 小 工 業 の 販 売 状 況 の 後 退 が 進 展 し,生 産 の 下
降 傾 向 が 顕 著 に な り・ そ の 結 果,滞 貨 が 進 行 して い っ た
。 す な わ ち,
「『よ く売 れ る』 ものは8 ・2%
(85)ど うや ら売 れ る』 ものが52・2%・r売 れ な し・』 ものが35
.5%,『 不 明』 が4.1%で あ る。」
讃 欝 撫 聯 篠 繍 化がない』もの職 臓 ている』
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rr滞 貨 して いない』 もの44・6%・rだ んだ ん欝 の傾 向 にあ る』 ものが42・'%・ 『激
増 して い る』 ものが7.9%,『 不 明』 が5.4%あ る。」
同 時 に 資 金 繰 り状 況 も悪 化 が 目 立 て い る。
rr非 常 に 苫 し い』 もの38・3%・r苦 しい』 もの38%・(謝 可とか や って い る』 もの が
22%,r割 合 らく』なものが0.9%,r不 明』が0・8%で ある」
こ う した資 金繰 りの悪化,金 詰 ま りの原 因 は何 で あ るか。
r-$担 の腫 と徴税の強行』が19.5%,r売 掛金回収の不F囎 』が14.9%・ 『売行
の不振』 が1・.5%,r原 料 その他鰍 資金力増 加』 が8.1%・r銀 行の貸出制限』 が
6.4%,『 親L場 問屋の支払遅延』が5.9%で,以 上が主な原因である。
昭和23年 の調査に比 しr原 料その:_.r:一入飴 が増加』とか・r齢 の増加』というよ
うなイ ンフレを反財 るものは後退 して,r売 齢 回収の不円滑』r売行不振』その他販
舳 の原因(39.6%)や 貸出制限 とか手形割引の不F」滑等現行関係の原因(12・4%)が(89)
著 しく増加 している……。」
以 上か ら,ド ッジ不況 下 の中小 工 業 の滞貨 の増加,金 詰 ま りの進 行,す な わ
ち,薩 過 剰,金 融 逼 迫 の繍 の困難 問 題性 の一 端 は明 らか で あ る・ 上 記調
査 は次 の よ うに特記 して い る。
「なお,付 け加 えなければな らないことは,本 調査は・いわば報告能力のある企業の
ものであ って,そ の能力のない業者の多数あることを見逃れ とはで きない・ 氷山の
水面以 ドにある部分,み えざる部う}はきわめて大である・この(9a)に 翫 るとき沖 小
企業金融 の現実 は,こ の報告 より一層切実 なもので はあるまいか・」
この 「よ り一層 切 実 な もの」 の様相 の一 端 は以 下 に述 べ る当時 「中小 企 業 の
整 理 」 といわ れ た事 態 に お いて も明 らか で あ る。
(3)中 小企業の整理状況
中小 企 業 庁 振 興 部 公 報 課 は 「昭 和24年 にお け る中 小企 業 事 業 所 整 理 状 況調
査 」 に引 き続 き同様 の調 査 を195・ 年 第〇 四半 期 よ り翌年51年 第 二 四半 期 まで
の一 年 有 半 の期 間 に行 った。「整理 」の正 確 な意 味 の記 述 は当時 の 資料 にお いて
見 当た らな いが,「 整 理」 の程 度 を 「閉鎖 」 ・ 「休 止」 ・ 「縮 小 」 に区分 して い
た.「 縮 小 」が 「休 止」を経 て 「閉鎖 」1こ至 る とい う三 段 階 の過程 的把握 を して
い た と考 え られ る。 ま た,「 整 理 」 は戦 時 に お け る 「企 業整 備」 や戦後 「企 業再
建整 備 」 な どを総称 して 「企難 側 とG・う場 合 と は は っき 畷 な って い る と
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(表一12(a))規 模 別生産 状況
計 ヒ昇 して い る 変化がない 下降 して い る 不 明
計 4,9fi3 721 1,785 2,42且 36
⑪～4人 1,851 92 582 1,189
一
8
5～29人 2.2$9 357 864 1,046 22
30～99人 ss7 223 286 182 6
100～199人 izs 49 53 24 a





100.0 5.0 31.4 63.2
一 」H
O.4
5～29人 loo.o 15.6 37.7 45.7
『
1.0
30～99人 100.0 32.0 41.Q 26.1
『 　 _ _ ・『 州
0.9
100～199人f 100.0 38.9 42.i 且9.0
『m-
o.o
(表 一12(b))規 模 別 売 行 状 況
計 }よ く売 れ る ど うや ら売 れ る 売れない 不 明
計
m
4,963 408 .. 1,764 203
Q^'4人 1,$51 40 791 1,169
『
950
5^-29人 2,289 223 1,271 692
一
io3
30～99人 69? 113 446 til
隔
27
}駄 一一100～199人 126 32 ao 1] 13
『汁
i
} 一『 一 ■一一_





ユOO.0 2.2 42.7 63.2
4.1
-一 閥一}幽 一 一 _一_
51..3
-　 __一5～29人 100.Q 9.? 55.5 30.2 4.5
30～99人 roa.o 16.2 64.0 15.9
一 一
3.9
100-,-199人 ioo.o 25.4 63.5 8・7i 2.4
(表一12(c))規 模別 滞 貨状況
計 滞 貨 して い ない だんだん滞貨の傾向 激増 して いる 不 明}
計 4,963 2,214 1;; 390 27ユ
0～4人 1,$51 XO3 ?83 156
『
liO
一5～29人 2,289 1,024 9fi8 168
『
129
30～99人 697 324 286 so 27
100～199人
『




計 1QO.Q 44.6 42.1 7.3 5.5
0～4人 goo、O 43.4 42.3 8.4 5.9
5～29人 100.0 44.? 42.3 ?.3 5.s
30～99人 goo.0 46.5 41.0 8.6
一
3.9
100～199人 100.Q soO 4p.5 5.s 4.0
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(332) 戦後復興期における中小企業の再編[1]







































(表一12(e))規 模 別金詰 り原 因
計 割 合 らくだ 何 とかや っている
1
苫 しい 非常に苦 しい 不 明
一














47 39 37 0
計 1GO.0 o.s










100～199人 100.01 2.4 37.3
31.0 29.4 o.o
資料)中 小企業庁振興部公報課 〔1950〕より作成
54商 経 論 叢 第30巻 第3号
(331)
い う ことが で き る。「企 業 整備 」 は,国 家 か らの強制 に よ る場 合 にせ よ,企 業 自
身 の独 自の経 営方 針 で あ る場 合 にせ よ何 らか の計 画性 や発 展性 を 前提 に企 業 を
建 て直 す ことを 目標 と し・ そ の よ うな可 能性 が あ る こ とを意 味 して い るの に対
して・r整 理 」は企業 に と って不可 避 な原 因 で企 業 活動 を 「縮 少 」 して い くこ と
を意 味 して お り・ そ れ はや が て特定 期 間 の 「休 止」 とな り
,そ の期 間 を過 ぎれ
ば 「閉鎖 」 に追 い込 まれ る とい う性 格 の もの で あ る
。 した が って,「 縮 少 」的側
面 にお いて量 的 に両者 は共通 す るが,「 企 業 整 備」の方 が ヨ リ広 い経 営上 の行動
と示 して い る。そ れ ゆ え に・ ドッジ不 況 の よ うな状 況 に お いて
,「 企 業整 備 」 に
お け る解 雇 数 と 「整 理 」 にお け る解 雇数 と は異な って くる
。 また,当 時 の中 小
企 業 に お いて は 「企 業 整備 」 を実施 す る経営 上 の余 裕 の 獲得 は困難 で
,「 整 理」
の特 徴 を纏 うこと にな る。 上記 調 査 は都道 府 県 単位 で実 施 され た が
,当 時 の事
情 に あ って未提 出都 道 府 県 が少 なか らず あ った。 主要項 目に つ いて の総 数 を纏
め て み ると(-13)・ 一応 の 「整 理」状 況 を把 握 す る こ とが で きる
。 その状 況 か
ら推 測 で きる こと は・1949年 段 階 で の 「整 理」が激 しく行 わ れ たで あ ろ う こと
,
お よ び 「整理 」 の実 数 は・ それ を は るか に超 え た水 準 にあ っただ ろ う ことで あ
る。
(4)戦 後の商業構造の変化 と中小企業
これ まで検 討 して きた工 業 部 門 に お け る中小 企 業
,す な わ ち,中 小 工業 は歴
史 的 に特 異 な存立 が ゆ え に中小 企 業 問題 の巾心 を形 成 して きた。 しか し,商 業
部 門 にお け る中小 企 業,す な わ ち,中 小 商 業 もこれ ま た 日本 の特 異 な流通 構 造
を反 映 して・ も う一 つ の 中小企 業 問 題 を構 成 して き た
。 この両 者 は別 個 の存 在
で はな く,後 続 の諸 稿 にお いて考 察 す るよ うに 「問屋 制 工業 」 あ るい は 「流通
系列 化 」 な ど と して密接 不 可分 な関係 を保 持 して きた。
さて,戦 前 来 日本 の商業 構 造 は 日本経 済 の発展 の問題 性 を強 く担 う形 で変 遷
を遂 げ て きた。 商 業 部 門 は工 業部 門 と対 照 的 な展 開 を した
。 す なわ ち,
「大正9年 か ら昭和5年 に至る不況期 には,商 業人口が絶対的に も相対的にも著 しく
増加 したのに反 し,昭 和5年 か ら15年 にわたる10年 問にはほとんど増加を示 さず
,





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































56商 経 論 叢 第30巻 第3号(329)
X91)み るとい
っそ う明 らかで あ る。」
「大正9年 か ら昭和5年 まで の10年 間 にお いて商業部 門 は
,増 加人 口の半 分以上 を
吸収 したが,第1次 大戦景 気 の崩 落 に は じま る この期 間 が近 年 の 日本 と して は不況 の
そ こで あ り,経 済活 動 が きわあて鈍化 した時で あ る ことを考 えれ ば
,こ の膨張 は きわ
めて不 臼然 で あ る といわね ば な らな いであ ろ う
。これ に反 しっ ぎの10年 間 において は
商業 人 口は ほとん ど増加 せず,工,鉱 業,交 通 部門 の増加 が い ち じる しか った(も っ と
も後者 の増加 は 主と して この時期 の後 半期 にお け る もの と考 え られ るが)
。これ によ っ
てみれば わが国の幣 部門がいわゆる相対的過剰加 のためのプールの役割課 た
したことは明 らかだろ う。」
この過 程 で,商 業 者 の彩 多 性 ,零 細 性 が形 成 され る とと もに,多 様 性 も増 幅
され た。
「生産部門 において小規模生産が きわめて多 く,し か もそれが全国にわたって広 く散
在 して い る ことは・""'1欝 者 のケ撒 性 と相 ま って・必 然 的 に醸 者 の数 を多 く し,ま
たその規模を小な らしめる。」
「わが国の商業者……のおのおのは直接生産者か ら集荷 し,こ れを消費者の手に渡す
までの流通経路の各段階に位置 してお り,し たが ってそれが持っ具体的な機能や問題
点は必ず しも同一で はない。しか も,こ の流通経路 は商品によ り,地 方 によ り,あ るい
は櫃 者の腰 によ り,多 かれ少力・れ異な(g4}
しか し・ 商 業 部 門 で資 本 の集 中 が進 展 しなか ったの で は全 くな い
。 日本 に お
け る資本 集 中 を示 して い るの は,問 屋 の存 在 で あ る。 しか も,そ の 日本 にお け
る歴 史 的展 開 は特 異で あ った。
「日本 においては問屋 は・……前期的前貸資本よ りも広 い概念 として即ち
,一一般に近
代社会成 立以後 において も特定の条件の ドに産業 に対 して,柑 当の独自性 を有する商
業資本を指 して も問屋 と云 っているようである。その点 において問屋は産業に従属 し,
究極 にお いて これの販売代 理店 をなす商業 資本,卸 売 業(wh。lesale)と1ま 麟9碧
.」
「生産 者が分散 し,弱 小であって,し か も商業資本 と しての問屋が比較的強大 な資本
力を保持 している場合問屋 はこれ ら零細な分業生産者を組織 し実質的に自己の雇傭者
或いはそれ以 ドの工賃を もって 自己の為 に生産せ しめる(メ リヤス,小 間物,ブ ラシ,
その他雑貨類一雑貨問屋型)或 いは 下請生産等の手段を通 じ,金 融的に小生産者群を支
配 し,生 産者の利潤の犠牲 において高利潤を取得する(棉 ,絹,人 絹織物機業一繊 維問
屋型)生 産者に対 し,資 金力,市 場造作能力経験が優越 している点を利用 して
}商 業的
操作を行 う。この場合で も資金的援助が伴 うのが通常である。(化粧品,医 薬品一薬種問
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屋型)等 の態様或 いは段階の差異があるかいずれも生産が分散 され これ らの生産者の
競争を利用 し,こ れ らの中小企業を支配す る。銀行融資が このような産業に対 しては
益として支払信用 として行われ る場合,問 屋は,こ れ らの銀行信用を も自己の為 に利
(96)
用 す る ことがで きた。」
「戦時統 制 は,こ れ らの中 間商業 の廃 除の方 向 にお し進 め られ た。各種 の統制会 社,
統 制機 関 は これ らの中間問屋 を吸収 して組 織 され た。 しか し問 屋 は これ らの中間 問屋
を吸収 して組織 された。 しか し問屋 は これ らの統 制機 関 の中 に自 らを解消 して しま う
の で はな く,む しろ これ らの統 制機 関 をか くれ みの と してそ の中 に,役 職者 と して,社
員 を送 り込 み又 は,代 行機 関 その他 の名 目の ドにその保身 にっ とめ,再 起 の芽を温存
した。
これ らの問屋 に と って痛 手 だ った の は,む しろ戦後 の諸改 革各種協 同組 合化 に よる
零緋 瀦 の欄 化ないし創 こもまして致葡 であったの騙 従来中ノ1'零細纏 者
固有 の生産 分野 であ るとされて いた部門へ の大 資本の進 出で あ る。」
ま た,零 細 性 が 強 調 さ れ る小 売 業 の 中 で も,資 本 の 集 中 は進 展 して い た 。 戦
前 来 の 百 貨 店 が そ れ で あ る。 戦 後 も 百 貨 店 は特 徴 あ る展 開 を 辿 っ た。
「第2次 大戦 直後 の小 売業活 動 は,物 資の不足,主 要商品 の統制,小 売店 舗 の焼 失 な
どの ために きわめて低調 で あ った。 販売 す る商品 の確 保 も店舗 の再建 も困難 とな り・
商 品 の流通 は非合 法 な 「ヤ ミ市」に よ って行 われ た。それ は東京 で は1949年 露 店撤廃
が指示 され て地域 ごとの集 団移転 が行 われ,51年 に はい っさい姿を消 した。 この闘47
年 に は小売業 の登録 制が実 施 されて 業者数 が増 えたが,49年 に統制 の撤廃 が強 まる と
それ は打 ち切 られた。50年 ころか らほとん どの商品 が 自由 に売 買で きるよ うにな り,
同時 に建 築 制 限 や大 都 市 へ の転 入 制 限 も解 除 され,自 由 な営 業が展 開 され るよ うに
Css>
な った。」
「1945年 には,38年 を基準 と して実質 売上 高で30.4%,使 用 面積 で43.1%,従 業員
で28.6%で あ った。企業数 は38年 の87企 業 が47年 には68企 業 に減 って いた。45年
9月 か ら47年2月 にか けて 占領軍 に よ るfL]L貨店 の建物 の接 収 が相次 ぎ,そ れ は14企
業,17店 舗,非 接 収 面積 は16万3719平 方 メー トルに及 び,当 時 の使 用面積 の約30%
{gg}
に達 した。」
「配給統制のなかで生活必需品の配給機関たる範囲 にとどめ られていた百貨店 の営
業活動 も,統 制撤廃品 目の増大 とともに徐 々に活発 となり,51年7月 綿製品の統制撤
廃 によって衣料品の配給統制 に終 止符 が打 たれると,本 来の姿に戻 った。 そ して消費
需要の順調な伸 びとともに急速に戦前の水準に復帰 した。……,53年 に実質売上高が,
翌年 に使用売場面積が戦前の最高水準 に達 した。 ただ し,従 業員数が戦前水準に達す
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のは57年 であ った。」
百貨 店 は,問 屋 と同様 の 「問屋 制 工業 」 に関連 す るが,い わ ゆ る 「百貨 店 問
題」 を纏 う ことに な る。
「50年代前半におけるター ミナル百貨店の成長 と関西系 百貨店 の東京進 出は,百 貨
店間の競争 を激 しくする一方,百 貨店対中小小売商問題を高めることにもな粟 」
「問屋 」 ・百貨 店 の 戦後 の展 開 にみ られ る 日本 の 商 業構 造 の な か の中小 商 業
の ドッジ不況 下 の状況 を先 の中小 工 業 の場 合 と同 じ く先 に参照 した 「中小 企 業
金 融実 態 調査 」 の基 づ い て検 討 してお きた い。 中小 商業 につ いて の同調 査 は東
京,大 阪,名 古屋,京 都,横 浜,神 戸 に お いて そ れ ぞれ500づ っ の調 査 票 を配
布 し,80%の 回収 率 を得 て い る。 回答 企 業 の業 種 別 構成 は卸 売12 .4%,小 売
74.5%,卸 売 倹小 売7.8%,製 造 小 売5 .3%で あ り,ま た,開 業 時 期 は終 戦 後
49.8%,「 昭 和 元年 か ら同16年 」18 .4%,「 大 正時代 」13.3%,戦 時 中9 .6%,
明治 時代8.9%で あ る。
1949年6月 か ら11月 まで の販 売,滞 貨 の状 況 は 工業 の場 合 同様 悪 化 の傾 向
にあ った。
「『ド降 している』 ものが もっとも多 く79.7%,r変 化がない』 ものが17% ,『上昇 し(ioz)
ている』 ものわずか3」%に す ぎない。」
「『滞貨 していない』ものは35.0%で 『だんだん滞貨の傾向にある』 ものが53 .0%を
占め,カ ・うるにr灘 して い る』 ものが9.3%で 器o鞠
そ の 結 果,資 金 繰 り は悪 化 が 顕 著 で あ る。
「『非常 に[F#7しい』 ものが30.3%,「 苦 しい』 ものが44 .1%,『 何 とか や って い る」 も
の が24.7%で,r割 合 ら くだ」 と し・う もの は ・.5%に す ぎ 雛1
資 金 繰 りの 悪 化 の 原 因 は以 下 の よ うで あ っ た。
「『売行 不振』が30.2%で 第1位 を 占め,『 税負担 の加 重 と徴税 の強 行』が29 .5%で 第
2位 で あ る。その他 の諸原 因 の占め る比 率 は比 較 に な らぬ ほど低 い
。しか しそのなか で
や や重 きをな して いるの は,『 売掛 金回 収 の不円滑』(9 .Q%)と 『滞貨 によ る資金 固定
化」(7.3%)と 聴
)つてTさ きの 『売行 の不振 』 と並んで販勅 餉 影響 の深 イヒして い
る こ とを 現 して い る。」
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第4節 企業規模別賃金格差 の再形成
既述 したよ うに,「傾斜生産方式」 の浸透 とともに,「 資金難」,「資材難」 と
い う問題 において戦後 中小企業問題 は出現 して いった。同時 に 「人件費 の高騰」
も顕著 とな り,中 小企業 の経営基盤 は揺 らいで いた。同時に,こ の時期,後 年
中小企 業問題 の基本的 な課題 となる企業規模別賃金格差 が進展 して いたので あ
る。 当時賃金調査 はすで に行 われて いたが,賃 金 の企業規模別格差 に注 目 した
調 査 は,大 阪商工会議所 のそれを除 いて は行 われていなか った。大阪商工会議
所 の調査 はサ ンプル数が乏 しいが,個 別企業調査 を踏 まえた,貴 重な調査で あ
る。 それ によ ると,以 下 のような賃金の状況が理解で きる。
まず,大 企業 と巾小企業 のそれぞれの男子労務者,女 子労務者,男 子職 員,
女子職 員につ いて1947年1月 か らに賃金実績 を一 覧表を作成 し(表 一14)s代 表
指標 として男子労務者 の賃金推移 をみ ると,次 の事実が看取 され る。① まず,
そこで定義 された大企業 ・中小企業 の企業規模別賃金格差 は,男 子労務者 のみ
な らず,女 子労務者,男 子職員,女 子職員の何 れにおいて も,調 査開始時点 よ
り一定の期 間にみ られなか った とい うことで ある。 しか し,②1948年 の半ば以
降それ らの何 れにお いて も企業規模別賃金格差が現 れ,そ れ は趨勢 や変動 にお
いて一致 しなが ら継続 してい った。③ 企業規模別格差 とは別 に・男女別格 差 は・
大企業労務者,大 企業職 員,中 小企業労務者,中 小企業職 員それぞれにつ いて
当初 か ら存在 し,そ の後拡大 していた。 また,④ 労務者 と職員 の格差 は,い わ
ば,企 業規模別格差 と男女別格 差の中間的な推移 にあ り,小 さい差が次第 に拡
大 して いった。
い うまで もな く,こ のよ うな賃金 の企 業規模別格差を始 め とす る格差を検討
す るにあた っては,従 業者 の間の労働時間な どの労働諸条件 を確認す る必要が
あ る。資料的に は,1947年12月 か ら9ケ 月間 ほどで しかないが・上記 の調査に
よれば企業規模別にみて,就 業 日数,労 働時間 は有意 な格差 はない。 その意味
で上述 のよ うに経常給与 において確認 された賃金格差 は経済的 に意味のあ る格
差 と判定 して大過 ないであろ う。 なお,こ こで注意す ることは・臨時給与 とそ
れを加 えた給与総額 における格差の存在で ある。経常給与 ない しは基準給与 に













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2,40183.E 6,293 93.3 2,829
2,635177.2 6,450 81.6 2,774
2,938179.0 7,035 78.7 3,118
2,83?!79.4 7,893 X4.9 3,340
2,618






















































































































































































































大 企 業 中 小 企 業
男子労務者 好 労務者 男子職員 女子職員 男子労務者 格差 好 労務者 格差 男子職員 格差 女一子職 員 格差
9 12,221 7,00z 17,759 9,319 10,72z $7.7 5,485 78.3 14,545
81.7 5,949 63.8
10 12,204 6,993 17,982 9,423 10,541 :. 5,342 76.4 14,952
83.1 6,049 64.2
11 12,750 7,257 18,162 8,813 lz,oss 94.6 5,48fi 75.6
15,222 83.8 6,158 69.9
12 12,206 7,572 1$,446 9,067 11.33$ 92.9 5,575 ?3.6
15,318 83.0 6,338 69.9
注)(1)賃 金額 は,1948年5月 以 前 は 「経常 給 与額 ⊥ 同6月 以 降 ま 「基準 給 与額」 で あ る。
(2)調 査対 象数 は大 企業,IIi小 企 業 と も,金 属,機 械 器 具,化 学,紡 織 が各10,窯 業L石,製 材 木製 品,食
料品,印 刷製 本,そ の他 が各5で あ る。
(31大 企 業 は常 時徒 業 員200名 以1.,中 小 企 業 は同30名 以 ヒ100名 未満 の企 業 であ る。
資 料)大 阪商Il会 議 所 調査 課 〔1948a〕,〔.,.〕,〔1948c),〔1948e〕,〔1948f〕,〔1948g〕,〔1948h〕,〔1948
i),(1948j)
以 ヒの ほか,未 見 の各号 に っ いて は 『大阪 経済 年鑑 』 に掲載 分 を採用 した。
っ いて は先 に指摘 した とお り,1948年 半ばが格差の明確 した時期 として注 目さ
れたのであ るが,こ の間給与総額 において安定 的な格差がみ られてお り,経 常
給与 においては格差 はあ った りなか った りで安定せず,そ れを補填 して給与総
額 の安定的な格 差を もた らしたのが臨時給与で あ った とい うことがで きる。
ここで注 目してい る点 は上記 の諸点 の うち,① の点 である。戦後一時期で あ
るにせ よ,企 業規模別賃金格差 が顕著 でなか った時期があ った とい うことであ
る。別途詳細 な検討 が必要であ るが,以 上の検討 の範囲で,戦 前期 に形成 され
た と考 え られ る企業規模別賃金格差が戦後一旦 は解消 し,後 述 の戦後 「中小企
業構造」 の再編以前 に形成 され たとい う事実 が確認 され る。
第5節 戦後再編の諸前提
「特需」以 降の 「中小企業構造」の再編 の進展 に先立 つ,以 上 に検討 して きた
中小企業の終戦後 の展開 は,歴 史的に特異な過程であ った し,中 小企業 その も
の は再編直前 において,未 曽有 の経 営危機 に直面 して いたので ある。
すなわち,第1に,敗 戦後,中 小企業 は戦時期 および戦前期 にお ける大企業
との関連 を断絶 した中で,い ち早 く戦後 の生産を再開 させたが,占 領下 の経済
復興政策 の開始 の過程で次第 に困難 に直面 して行 き,ド ッジ ・ライ ンによ って
決 定的 な経営危 機 に陥 った。 したが って,中 小企業 は企 業 の存続 の たあに仕
事 ・事業 の確保 に必死 の姿勢 を堅持せ ざるをえなか った。第2に,ド ッジ ・ラ
イ ンは当時主要 な輸 出の担 い手 であ る中小企業 にとって過酷 な円高措置 を も意
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味 していたが,そ れ は中小企業の輸 出に打撃 を与 え ることを 目的 としたので な
く,輸 出中小企業 に輸 出競争力の獲得 の努力 を通 じて輸出振興を迫 ることで も
あ った。第3に,以 上 のよ うな ドッジ ・ライ ンと前後 かっ並行 して,戦 後,戦
時 の統制 が順次整理 ・撤廃 されてい った ことで ある。 ドッジ ・ライ ンと統制解
除 との関係 は本稿 では深 く検討 されていないが,統 制解除が戦後再編 の諸前提
となる有力 な条件 であ った ことは後続 の諸稿 において示 され る。 第4に ,こ の
期間を通 じて,企 業規模別賃金格差 が形成 された ことは,中 小企業 は低賃金 を
経営 の基盤 に置 くことが可能 にな った ことを意味 して いた。 当時 の労働過剰 と
労働運動 の敗北的状況 はそのよ うな格差 を強固な もの と した。
こうした状況のなかで中小企業の整理 が進行 した。中小企業が 自力で このよ
うな困難 な事態を打開す ることはで きないでいた。
(1)本 稿 は,神 奈川大学1993年 度国内研修制度 によ って与え られた研究に基づ く成
果の一部である。研修先機関 として受け入れをご許 可いただいた大阪経済大学お
よび同大学中小企業 ・経営研究所 の高城寛所長および職員のみな さまの多大な ご
支援 に対 して心か ら感謝いた します。 また,本 稿以降の諸稿において検討 した資
料の収集に当たって,上 記研究所 な らびに同大学図書館のほか大阪商一]二会議所付
図書館,東 京商工会議所図書館,通 商産業省図 書室,商1二 金融金庫調査部,大 阪市
tr大学経済研究所および図書館
,東 京都文書館を は じめ とす る多 くの研究機関お
よび職員のみなさんにご援助いただきました。同様に感謝をいた します。また,第
14回 日本中小企業学会全国大会分科会 に本稿 および予定す る続稿の全体の要約 を
報告 した。その際 討論者を担当された植田浩史氏(大 阪 市、Z大学),お よび質問
を寄せ られた今井久登氏(長 崎大学)に お礼を申 し上げます。なお,同 報告の概要
は,日 本中小企業学会編 『経済 システムの転換 と中小企業(lI本 中小企業学会論集






中 小 企 業 庁 〔1994〕p.320
中 小 企 業 庁 〔1994〕p.320
岡 崎 哲mい 奥 野 正 寛 〔1993〕p.i
岡 崎 哲 二 ・奥 野 正 寛 〔1993〕p.ii
ま た,こ の よ うなｺ-_場 に 類 似 す る見 解 と して,野 口 悠 紀 雄 の 見 解(野 口悠 紀 雄
〔1993〕)が あ る。野 口は 「太平洋戦 争遂 行 のた めの国家総 動員 体制 と して,1940年
前後 に形作 られ た特 異 な経 済体 制」(同 書,p.200)を 「1940年 体制」 と呼ん で,
0322) 戦後復興期における中小企業の再編[1]63
「その中核 を なす のは経 済活 動 に対 す る官僚 の広範 な介入 で あ り,中 央集権 と生産
第一 主義 に よ って特徴づ け られて い る」(同 書,p.200)と す る。rl940年 体制 」 と
して導 入 され て,「 現 在 の 日本 の経済 体 制 の基 本 的 な仕 組 み」 とな って い る制 度
は,① 間接金 融 ② 金 融政策 の国 家 目的 への従属(日 本銀 行制定),③ 給 与所得 に
対 す る源泉徴収 制度,④ 食糧 管理制 度 の制定,⑤ 借地 ・借家 法の強化,⑥ 営団 ・金
庫 の設 凱 ⑦ 教育 の画一 化(国 民 学校 令),⑧ 日本L業 規格 な どであ る。「これ らの
制度 は,競 争 を規 制 しなが ら,国 民 全体 が…丸 とな って総 力戦 を遂 行 す るた め に
資 源の有効活 用 を図 る,と い う目的か らの ものだ った。」(同 書,p.201)し か し,
それ は生 き残 った。 それ は,① 高度 成長 の実 現,② 平等1義 社 会 の出現 に意 義 を














大林 弘道 〔1885〕を参照 された い。
原 資料 につ いて筆 者 は未 見で あ る。
東京 市政調 査会 ・東京 都総 務 部調 査課 〔1947〕p.36
東京 市政 調査 会 ・東京都 総務 部調 査課 〔1947〕p.22
「この時 期 に1せ きを切 った奔流 のよ うに殺 到 した需 要 に応 じた もの は中小 企 業
の もっ生 産力 で あ った。 中小 企業 も戦 時 中の企 業整備 と戦災 とによ って大 きな傷
手を受 けて はいたが,大 企 業 に比較 し生産 の 再開 は容 易で あ ったの と,復 員や徴
用 解 除 で解 放 さ れ た労 働 力 が多 く ここへ流 入 した こ とか らfr.ち 直 りは 早か っ
た。」(中 小企 業庁(編)〔1950〕,p.52)
(16)中 小 企業庁(編)〔1950〕,p.3
(17)1943年6月1日 よ り施行 された 「商 丁経 済会法 」 に基 づ いて大阪府 を地 区 単位
と して,「 商 五会議 所法 」の ドで の商1二会議 所 に替わ って設立 され た団体 で あ る。








大 阪 府 商]=経 済 会 〔1946a〕p.2
大 阪 府 商L経 済 会 〔1946a〕p.7
大 阪 府 商 五経 済 会 〔1946a〕p.7
大 阪 府 商1二経 済 会 〔1946a〕p.S
1946年 ・10月 の 時 点 で,15才 以 ヒの 人 口総 数51,430千 人,労 働 力 人 日総 数31,
890千 人,就 業 者 数30,400千 人,失 業 者1,490千 人 で あ った。(嚢i経 済 研 究 所
〔1949〕p.489,原 資料 は総 理 府 統 計 局 「労 働 力 調 査 報 告 」)
大 阪 府 商 一1:経済 会 〔1946a〕pp.8-9



















「戦 時編 成 的 要求 によ る性 急 な変 動 を行 った後 を敗 戦 とい う冷厳 な現実 に よ って
急 速 にAli時 的経 済 に逆 変 す る ことを求 め られ っ ＼あ る変 動 」(由 中 篤 太郎(編)
〔1950a〕p.4)と いって いる。 い うまで もな く,戦 時期 におけ る軍 需産 業へ の中小
ーの編成替 えの 重要性 を指摘 し
て いるのであ る。この 「逆変 」につ いて は と くに
本稿 に引 き続 く諸 稿,と くに下請制 に関 す る稿 にお いて詳述 す る こと と した い
。
大阪府 商1:経 済会 〔1946a〕p.9
大 阪府商1:経 済 会 〔194fia〕PP・10-11
大 阪商1二経 済会 〔1946b〕p.1
山中篤 太郎 は,こ の よ うな戦時 軍需産 業か らの 企業 の転 換 によ る経 済変 動 を
大阪府 商J二経 済 会 〔1946b〕pp.9-10
大阪府 商Il経 済 会 〔1946b〕P・10
大阪府 商L経 済会 〔1946b〕p.14
1946年3月9日 に 「都 会地 転入抑 制緊急措 置令 」が公 布 され てい た
。47年12月
31日 まで施行 され た。
大阪府 商11経 済会 〔1946b〕p.16
大阪府 商K経 済会 〔1946b〕pp.17-18
大阪府 商r経 済会 〔1946b〕p。18
東 京 市政 調査 会 ・東京 都総務 部調査課 〔1947〕p .40
東京 市政調 査会 ・東京都 総務部 調査課 〔1947〕p.44
名 古屋 商E会 議所 〔1947a〕 を指 す。
名 古屋 商 ■会議所 〔1947a〕p.14
「機械 器具T;に お け る中小 ド講 け一L業生 産 は,事 変 前後 か ら都 市大1二場 の周 囲
に集 中的 に群 生 した うえ,あ らたに軍需 ド請 け に転 じた各地 の中小 工場 を加 えて
,
過 激 な競争 と粗製品 の氾 濫 を ともないっっ複雑 に錯綜 して いたが,… …(業 種別
の一筆 者)整 備 要綱 に よ って,生 産 分野 の画定 とむ す びっ け られた指定1:場 制 度 が
設 け られ た。」(由 井常 彦 〔1964〕p.345)
(40)「 終 戦時 にお いて も,繊 維 ・雑 貨等 の整備対 象業 種 の中で,っ いに戦 力化 され る
こ とな か った小 零 細1場 の 膨 大 な存 在 が 推 定 さ れ るの で あ る。」(尾 城 太 郎 丸
〔1970〕p.ユ76)
(41)川 口鋳 物 業を例 に とれば,次 の よ うな 事情 もあ った。「出征.L員 の大部分 も復 員
して か ら元 のL場 主の許 に帰 らなか った。 その理 由 と して あ る工場1" .は,出 征 工
員 と して留 守宅 の面倒 を よ く見 て貰え ば,そ れ だ け 工場 に対 す る義 理 が 出来 て低
い労 働条 件 で働 かね ば な らぬか ら復帰 を好 まず,留 守 宅 への配 慮が 足 りな けれ ば
尚更 その 工場 主 の許 へ帰 ろ うとせ ず,何 れ に して も出征1二員 の多 くは許 の工 場 に
帰 らず,そ れ だけ勤 続者 を少 な く した。」(山 中篤太郎 編 〔1950a〕,p.197)




(43)商 工 省 〔1946b〕p.1
(44)農 工 協 力 中 央 会 〔1946〕p.2
(45)商 工記 者 会(編)〔1946〕p.7
(46)商 工記 者 会(編)〔1946〕p.8
(47)時 事 通 信 社(編)〔 不 記 載 〕p.9
(48)商 毛記 者 会(編)〔1946〕p.8
(49)商 工 記 者 会(編)〔1946〕p.8
(50)商 工 記 者 会(編)〔1946〕p.9
(51)商 一[記者 会(編)〔1946〕p.9
(52)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕p.17
(53)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕P・18
(54)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕p.19
(55)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕p.20
(56)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕P・20
(57)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕P・22
(58)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕P・22
(59)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕p.22-23
(60)中 小 企業 庁(編)〔1949〕p.23
(61)中 小 企 業 庁(編)〔1949〕p.27
(62)大 蔵 省 金 融 制 度 調 査 会 〔1948〕p.39
留繋 甥讐諜魏艶総 諜 盤建灘 額
振 興 が非常 螺 急 問 題 で あ る とい う ことか らと くにひ とっ の 独立 した部 を設 け
て汰 。 の融 資 を区別 して と くに舗 を払 う必 要 があ るとい う趣 旨 によ り特設 さ
れ たので あ る.」(大 瀦 金融 制度調 査会 〔1948〕P・46)中 小事 業部 が取 り扱 う 「300
万 円補 の 融 資 を総 鮒 と比較 して み るな らば・現 在(1947年4月'「i儲)
3。。万 円 補 の 融 資 は姻 で984[1,6億97・ ・万F1・ 纏 資 は1565Llで59億
8。。。万 円,繍 こつ いて鱒 の一 ・当 た 呼 均 が383万 円 にな るが・300刑 未
満 の一 。平均 が大体18万 円,っ ま り・数 は全体 の57%過 半 が300万 円未1黄の も
客錨8〕讐談課重諜齢 露評「包瓢襲 翻 杢離傘鞍響
けであるが,た だ一本経済の曜 上 とくに振囎 成を要するよう榊 小事細`
面 に対 しては簾 的 な融 を しなければな らないとい獺 点か ら泌 ず しも融資
則 に拘泥 しない ことにな る.実 際問題 としては緊急度の高 いものか ら取 り上げ
てゆくことに変わ りがないのである.た だ大 ・繍 撰 なり囎 牒 というより・
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む しろいわゆる雑 僕 に相当勲 を置力aざるを得ない し
,ま た今後の貿易醐 後を考
え ると詩 願 業 であるとか滴 度 嚇fは 是非 とも温存 し育成
する腰 力iある
・そ ういうものについては・よしんば多蠣 位が低 くて も融 資の対象 と して
面倒を見てゆかなければな らないと考えている
.た だ消費飴 とかYN色 彩を も
っ 資金 は取 り扱 わな いとい うの鍵 自有で あ る
.」(臓 省鋤 制麟 飴〔
1948〕P46)以Fの 問答が臆 される
・「問 申 し込 まれても貸 さないのは相当あ
りますか諮 それは相当多いようです
.未 だ欝 の儲 をよ くのみ込んでいな
いため業働 に取 り上 げられないのが多いのです
.例 嵐 非常に商業 手の色彩
糊 宏魏 鷺 獅 驚離ふ繋 灘 要
な いの じゃないか とい うのでFlを 見合 わせ る場 合 が欄 多
いので す.」(大 蔵 省
金融 制麟 査 会 〔1948〕P ・49)「問 鮒 纈 の少 な い方 は どの位 ですカ
、.答4、
さい もの に制限 はな いが渓 際 の扱 い と して は1川 以 ドは や ら
な いとい うこ と
に して いる。」(大 蔵 省金 融制度 調査会 〔1948〕
p.50)(
65)大 蔵省 金融制度 調査 会 〔1948〕P
.70
(66)中 小 企業庁(編)〔X949〕P .25
(67)中 小企業 庁(編)〔1949〕p .27-28
(68)大 阪 商1二会 議所 ・関西 中小 工業 協議会 〔1948〕
(69)大 阪商1二会111・ 関 西中小 工二業臓 会 〔1948〕
P.6(
70)大 阪 商L会 講 ・関西 中小 僕 協融 〔1948〕
P.25
(71)大 阪削 二蟻 所 ・関 西中小工 業臓 会 〔1948〕
P.27(
72)大 阪 酊 蟻 所 ・関西 中小L業 騰 会 〔1948〕
P.27(
73)大 阪酊 蟻 所 関 西中ノJ・=rto会 〔1948〕
pp.28-29(
74)大 阪 商 」1蟻 所 関 齢 小L業 臓 会 〔1948〕
P.3。
(75)大 阪 商L蟻 所 ・関 西中小 工二業 臓 会 〔1948〕
P.33(
76)大 阪商 桧 議所 ・関西 中小 礫 協 議会 〔1948〕
P。36
(77)大 阪 商1二会 漸 ・関 榊 小工 業臓 会 〔1948)p
.41












中小企業庁 振興 部調 査公報 課 〔1950〕 を指 す
。
筆者 は未見 で あ る。
中小 企業庁 振興 部調査 公報 課 〔1950(a)〕は しが き
中小企業 庁振 興 部調査公 報課 〔1950(a)〕p .5













中小 企業庁振 興部調 査公報課 〔1950(a)〕p.5
中小企業 庁振興 部調査 公報課 〔1950(a}〕pp.5-6






公正取 引委 員会経 済部 調査課 〔1955a〕p.3










公 正 取 引 委 員 会 経 済 部 調 査 課 〔1955a〕p。14
前豆田 禾口禾11〔1991〕p.14
前1田禾日禾lj〔1991〕p.15-16
前 田 和 利 〔1991〕p.16
前 田和 利 〔1991〕P・16
中 小 企 業 庁振 興 部 調 査 公 報 課 〔1950〕p.12
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